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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権付社債を発行しておりますが、第20期の

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載してお

りません。また第21期及び第22期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が無いため

記載しておりません。また第23期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有

している潜在株式が無いため記載しておりません。 

３．第20期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので記載してお

りません。 

４．平成14年12月13日付、平成16年6月20日付及び平成16年9月21日付で株式１株につき２株の分割を行っており

ます。なお、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算

しております。 

５．第21期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高 (千円) 4,250,781 5,229,200 5,442,660 6,176,594 6,686,430 

経常利益 (千円) 248,150 602,542 475,146 234,275 446,401 

当期純利益 (千円) 78,243 292,017 228,740 119,265 210,933 

純資産額 (千円) 1,735,488 2,443,452 2,592,046 2,601,364 2,830,102 

総資産額 (千円) 4,580,960 5,376,139 4,847,396 5,757,559 6,116,475 

１株当たり純資産額 （円） 205,724.14 128,996.56 34,210.31 34,333.29 37,352.21 

１株当たり当期純利益 （円） 9,274.99 16,227.33 3,018.96 1,574.08 2,783.95 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 37.9 45.4 53.5 45.2 46.3 

自己資本利益率 （％） 4.60 13.97 9.09 4.59 7.77 

株価収益率 （倍） － 14.17 41.07 44.85 23.20 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △32,572 742,415 186,701 539,781 376,981 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △628,003 △1,188,693 43,501 △742,653 △409,131 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △52,613 566,164 △749,397 655,252 △53,926 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(千円) 1,069,582 1,195,581 684,107 1,134,421 1,056,647 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

244 

(42) 

308 

(29) 

327 

(23) 

364 

(31) 

364 

(51) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権付社債を発行しておりますが、第20期の

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載してお

りません。また第21期及び第22期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が無いため

記載しておりません。また第23期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有

している潜在株式が無いため記載しておりません。 

３．第20期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので記載してお

りません。 

４．平成14年12月13日付、平成16年6月20日付及び平成16年9月21日付で株式１株につき２株の分割を行っており

ます。なお、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算

しております。 

５．第21期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高 (千円) 4,171,400 5,110,946 5,320,428 6,172,286 6,664,670 

経常利益 (千円) 308,668 636,996 507,581 250,386 454,484 

当期純利益 (千円) 138,762 326,471 277,401 129,718 237,748 

資本金 (千円) 807,562 974,715 974,715 974,715 974,715 

発行済株式総数 （株） 8,436 18,942 75,768 75,768 75,768 

純資産額 (千円) 1,821,763 2,560,001 2,738,828 2,773,632 2,975,711 

総資産額 (千円) 4,654,938 5,483,180 4,957,929 5,912,957 6,244,325 

１株当たり純資産額 （円） 215,951.09 135,149.46 36,147.56 36,606.91 39,273.99 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり 

中間配当額） 

（円） 
2,300 

(－) 

5,200 

(－) 

1,300 

(－) 

510 

(－) 

840 

(－)

１株当たり当期純利益 （円） 16,448.83 18,141.93 3,661.20 1,712.05 3,137.86 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 39.1 46.7 55.2 46.9 47.7 

自己資本利益率 （％） 7.87 14.90 10.47 4.71 8.27 

株価収益率 （倍） － 12.68 33.87 41.24 20.59 

配当性向 （％） 13.98 30.17 35.51 29.79 26.77 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

238 

(42) 

301 

(29) 

318 

(23) 

363 

(31) 

363 

(51) 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和57年４月 西麻布に「ひらまつ亭」開店 

昭和58年６月 有限会社ひらまつ亭（出資金10,000千円）設立 

昭和63年５月 広尾に「ひらまつ亭」を移転し、「レストランひらまつ」と改名 

平成３年10月 西麻布にレストラン「ラフェット」開店 

平成５年10月 広尾に「カフェ・デ・プレ 広尾」開店 

平成６年10月 表参道に「ラフェット」を移転、同所在地に「カフェ・デ・プレ 表参道」を併設した「メゾ

ン・ド・パリ」開店 

婚礼事業分野に本格進出 

平成６年12月 有限会社ひらまつ亭から株式会社ひらまつ（資本金60,000千円）に組織変更 

平成７年９月 原宿に「メゾン・ド・オペラ」（「レストラン オペラ」及び「カフェ・デ・プレ 原宿」）開店 

平成８年３月 西麻布に“オンライン・カフェ”「サイベリア トーキョー」を開店（日本におけるインターネ

ットカフェ第１号店） 

平成８年９月 赤坂に「メゾン・ドゥ・アンシー」（「レストラン アンシー」及び「カフェ・デ・プレ 赤

坂」）開店 

平成９年６月 代官山に「リストランテ アソ」「カフェ・ミケランジェロ」開店 

平成９年７月 クイーンズスクエア横浜にパティスリー「イグレックHIROO 横浜店」開店 

平成９年11月 新百合ヶ丘OPAにカフェ「エピドルレアン 新百合ヶ丘店」開店 

平成10年１月 「メゾン・ド・パリ」（「ラフェット」及び「カフェ・デ・プレ 表参道」）閉店 

平成10年４月 代官山に「シンポジオン」開店 

平成11年３月 福岡市博多区リバレインに「レストランひらまつ 博多」、「ブティックひらまつ」、「カフ

ェ・デ・プレ 博多」開店 

平成11年12月 「メゾン・ド・オペラ」（「レストラン オペラ」及び「カフェ・デ・プレ 原宿」）閉店 

平成12年４月 広尾に「イケダ」開店 

平成12年５月 「サイベリア トーキョー」閉店 

平成12年６月 フランスでのレストラン出店及び原材料輸入事業への進出を目的として、フランス現地法人３社

を設立 

「HIRAMATSU RESTAURANT SARL」（資本金16,000ユーロ） 

「HIRAMATSU IMMOBILIER EUROPE SARL」（資本金8,000ユーロ） 

「HIRAMATSU EUROPE SARL」（資本金8,000ユーロ） 

平成13年１月 「イグレックHIROO 横浜店」及び「カフェ・デ・プレ 博多」閉店 

平成13年４月 「エピドルレアン 新百合ヶ丘店」を業態変更し「デリ・デリ・デリ 新百合ヶ丘店」開店 

平成13年９月 本社を「東京都港区西麻布」から「東京都渋谷区恵比寿」へ移転 

平成13年10月 フランス・パリにて「レストランひらまつ サンルイ アンリル」開店 

平成14年２月 「レストランひらまつ サンルイ アンリル」ミシュランの１つ星獲得 

平成14年３月 「イケダ」を「カフェ・デ・プレ 広尾」に統廃合 

平成14年４月 「メゾン・ドゥ・アンシー」（「レストラン アンシー」及び「カフェ・デ・プレ 赤坂」）閉店 

平成14年６月 西麻布に「ラ・レゼルヴ」開店 

平成14年９月 丸の内ビルディングに「サンス・エ・サヴール」開店 

平成15年３月 JASDAQ市場に株式を上場 

平成15年９月 玉川髙島屋S・Cに「代官山ASO チェレステ 二子玉川店」開店 

平成16年４月 札幌に「ル・バエレンタル」開店 

平成16年４月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場 

平成16年10月 日本橋三越本店に「代官山ASO チェレステ 日本橋店」開店 

 



年月 事項 

平成16年10月 「レストランひらまつ サンルイ アンリル」の増床移転に伴い、運営母体を現地資本会社に移管

するとともに「レストランひらまつ パリ」に改名 

平成17年３月 ZOE銀座に「アルジェントASO」開店 

平成17年９月 「HIRAMATSU RESTAURANT SARL」は「HIRAMATSU EUROPE SARL」を吸収合併し、「HIRAMATSU EURO

PE EXPORT SARL」に社名変更 



３【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社３社、及び関連会社１社で構成され、フランス料理及びイタリア料理の分野におい

て「高級レストラン」業態を中心に、レストラン10店舗、カフェ１店舗を東京都内、博多、札幌にて運営しておりま

す。 

 海外子会社であるHIRAMATSU EUROPE EXPORT SARLについては、パリにて当社グループ向けの食材及び資材の輸出を

主に行っております。旧「レストランひらまつパリ店」（現在は移転済み）の不動産管理を行っているHIRAMATSU 

IMMOBILIER EUROPE SARLは、物件の売却を含め、今後の方針について検討中であります。 

 また、当社グループではレストラン営業の一環として「婚礼営業」を併せて行っており、売上の約半分を占めてお

ります。 

事業系統図を示すと下表のとおりであります。 

 （注）１．HIRAMATSU EUROPE EXPORT SARL及びHIRAMATSU IMMOBILIER EUROPE SARLは特定子会社であります。 

２．上記の他に子会社１社及び関連会社が１社ありますが、重要性が乏しいため、記載しておりません。 



４【関係会社の状況】 

 （注）特定子会社に該当しております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円）

主要な事業内容 
議決権の所有 
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

HIRAMATSU EUROPE  

EXPORT SARL（注） 

7 Qu De BOURBON  

75004 PARIS 
458,020 

レストラン経営及び 

食材・資材等の輸出入 
100 

資金援助 

当社輸入食材の

仕入先 

HIRAMATSU IMMOBILIER  

EUROPE SARL（注） 

7 Qu De BOURBON  

75004 PARIS 
122,529 不動産管理 100 

資金援助 

役員の兼任あり 

  平成18年９月30日現在

ブランド名 従業員数（人） 

「ひらまつ」ブランド  100（12） 

「アソ」ブランド  122（27） 

その他ブランド  95（10） 

本社部門  47（２） 

合計  364（51） 

  平成18年９月30日現在

従業員（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

363（51） 28.5   2.0 4,675,846 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

企業収益の改善による設備投資の増加や株式市場の活況等により、景気は緩やかに回復をしてきております。外

食産業界におきましても、企業間競争の激化等もありますが、景気回復に支えられて緩やかな上昇傾向にあると思

われます。 

 当社グループといたしましては、既存店の業容安定のための各種施策を実施するとともに、新店の開店準備を進

めてまいりました。 

 既存店の一般営業においては、景気回復や各種施策により集客数が安定し、またパーティ受注の増加等により堅

調に推移いたしました。コンセプトリニューアルを行った「サンス・エ・サヴール」（丸の内）については、集客

数が増加し、売上高は増加しております。1.5ヶ月休業して改装工事を行った「リストランテアソ」（代官山） 

の減収の影響を加味すると、既存店の売上高は前連結会計年度比△0.3％であり、ほぼ前連結会計年度並みで推移

しております。 

 既存店の婚礼営業においては、売上高が前連結会計年度比+4.8％となっております。これは、従前より推進して

きた婚礼営業の強化策により、前連結会計年度を中心に獲得した婚礼件数が増加したことによるものです。しか

し、当連結会計年度に入ってからの婚礼獲得件数は減少し、下期の婚礼件数は前連結会計年度比で減少いたしまし

た。 

 一方、前連結会計年度に出店した２店舗については、順調に推移しております。 

 また、開店前費用の減少、経費削減、固定費上昇の抑制等により、販売管理費率は低下いたしました。 

 このような結果、売上高6,686百万円（前連結会計年度比+8.3％）、経常利益446百万円（同+90.5％）、当期純

利益210百万円（同+76.9％）の増収増益となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ77百万円減

少し、当連結会計年度末には1,056百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

営業活動の結果、獲得した資金は、376百万円（前連結会計年度は539百万円の獲得）となりました。 

 これは主に、税金等調整前当期純利益が398百万円（同232百万円）となったことやワイン在庫の圧縮によりたな

卸資産が23百万円減少（同99百万円減少）したこと等、資金の増加要因があった一方で、受注婚礼件数の減少によ

り前受金が85百万円減少（同78百万円増加）したことや売上債権が102百万円増加（同29百万円増加）したこと

等、資金の減少要因があったことによるものです。 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

投資活動の結果、使用した資金は、409百万円（前連結会計年度は742百万円の使用）となりました。 

 これは主に、一部店舗の内装設備の流動化を行い、有形固定資産の売却による収入が446百万円（同0百万円）と

なった一方で、新店の設備投資を行ったため、有形・無形固定資産の取得による支出が736百万円（同583百万円）

となったことによるものです。 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

財務活動の結果、使用した資金は53百万円（前連結会計年度は655百万円の獲得）となりました。 

 これは主に借入金の実行による収入が500百万円（同1,600百万円）となった一方で、長期借入金の返済による支

出が487百万円（同819百万円）となったことによるものです。 



２【販売の状況】 

当連結会計年度の収入及び収容実績をブランド別に示すと、次のとおりであります。 

(1）収入実績 

 （注）１．「ひらまつ」ブランドは以下の店舗について記載しております。 

「レストランひらまつ」「レストランひらまつ 博多」「レストランひらまつ サンルイ アンリル（平成16

年10月の増床移転に伴い運営母体を現地資本会社に移管）」「ラ・レゼルヴ」「カフェ・デ・プレ 広尾」 

２．「アソ」ブランドは以下の店舗について記載しております。 

「リストランテ アソ（カフェ・ミケランジェロを含む）」「アルジェントASO （平成17年３月開店）」

「代官山ASO チェレステ 二子玉川店」「代官山ASO チェレステ 日本橋店（平成16年10月開店）」 

３．その他は以下の店舗等について記載しております。 

「サンス・エ・サヴール」「ル・バエレンタル」「シンポジオン」 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

５．上記の収入実績（合計）に対する婚礼営業の構成比は、57.3％であります。 

(2）収容実績 

 （注）１．「ひらまつ」ブランドは以下の店舗について記載しております。 

「レストランひらまつ」「レストランひらまつ 博多」「レストランひらまつ サンルイ アンリル（平成16

年10月の増床移転に伴い運営母体を現地資本会社に移管）」「ラ・レゼルヴ」「カフェ・デ・プレ 広尾」 

２．「アソ」ブランドは以下の店舗について記載しております。 

「リストランテ アソ（カフェ・ミケランジェロを含む）」「アルジェントASO （平成17年３月開店）」

「代官山ASO チェレステ 二子玉川店」「代官山ASO チェレステ 日本橋店（平成16年10月開店）」 

３．その他は以下の店舗等について記載しております。 

「サンス・エ・サヴール」「ル・バエレンタル」「シンポジオン」 

４．上記には婚礼営業及びパーティの実績人数は含まれておりません。 

ブランド 
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

「ひらまつ」ブランド（千円） 1,922,399 107.7 

「アソ」ブランド（千円） 2,765,070 112.3 

その他ブランド（千円） 1,965,591 103.0 

本社部門（千円） 33,369 161.1 

合計（千円） 6,686,430 108.3 

ブランド 
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

「ひらまつ」ブランド（人） 135,970 111.7 

「アソ」ブランド（人） 224,517 93.1 

その他ブランド（人） 43,709 108.1 

本社部門（人） － － 

合計（人） 404,196 100.2 



３【対処すべき課題】 

＜新店の開店準備推進＞ 

翌連結会計年度は下表のとおり複数の新規出店及び既存店のブランド変更を予定しており、新店の開店準備を専任

で行う事業開発部を平成17年７月に設置し、現在準備を進めております。 

 各店舗の主要人材の採用は目処が立っておりますが、新店全体で約160名の増員を行う予定でおり、各店舗が必要

とする人材を効率良く採用することが重要な課題となっております。 

 また、開店に向けてマーケティング活動も活発化させており、より多くの顧客を獲得できるよう、メディア（雑

誌、TV等）への露出を更に増加させていく予定でおります。 

（単位：百万円）

＜顧客サービス支援システムの稼動＞ 

顧客満足度の向上を目指し、顧客サービス支援システムの開発を行っております。顧客管理機能のみならず、予約

登録機能、POS機能と連動させることにより、現在のサービスクオリティを維持・向上しつつ、より効率的にサービ

スを行うことが可能となります。 

 本システムは現在１店舗に導入し、実験運用及びシステム改善を行っておりますが、新店から順次導入を行い、 

翌連結会計年度の全店導入を目指します。 

＜婚礼営業の推進＞ 

ゲストハウスの参入や有力ホテルの新規開業等により、競争環境は引き続き厳しい状態が続いております。 

 当連結会計年度に入って成約率や見学数が減少したため、当連結会計年度及び翌連結会計年度上期の業績に影響が

出ております。レストランウェディングのトップブランドとしての市場地位を再度確立し、マーケット状況を迅速に

施策反映できる営業体制への再編や、顧客満足度の最大化を目指す営業施策等により、レストランウェディングを訴

求する現場営業の強化を行い、翌連結会計年度下期からの業績改善を目指します。 

＜人材育成の推進＞ 

当社グループの成長の成否は、ブランドの開発、すなわちブランドの担い手であるブランドマネジャーの育成、店

舗運営責任者であるスタッフシェフをはじめとする人材の育成と、価値ある外部ブランドの導入に依拠しておりま

す。優秀な人材の確保と育成を引き続き最重要課題として推進しております。 

出店時期 ブランド 出店場所 
開店前 
費用  

 投資額 
売上高 

（開店翌期） 
備考 

平成19年１月 ボキューズ 
 国立新美術館 

（乃木坂） 
40 150 1,000 出店決定

平成19年３月 プルセル 
現、カフェ 

・デ・プレ 広尾  
10 100 250 出店決定

平成19年３月 エーベルラン 
 ミッドランドスクエア 

（名古屋） 
30 300 500 出店決定

平成19年４月 コンラン 
東京ミッドタウン 

（六本木）  
45 400 600 出店決定

平成19年４月 コンラン 
Gプロジェクト 

（仮称・銀座）  
70 500 750 出店決定

平成19年６月 ボキューズ 
現、シンポジオン 

（代官山）  
30 100 650 出店決定

平成19年９月 ボキューズ 
読売銀座２丁目ビル 

（仮称・銀座）  
10 200 400 出店決定

平成20年秋（予定） 未定 未定 50 400 850   



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが重大な事業等のリスクであると

判断したものであり、将来に亘るリスクを網羅したものではありません。また、現時点では重要でないと考えている

リスクや、認識していないリスクも重大な影響を及ぼす可能性があります。 

１．事業の特徴について 

(1）レストラン事業について 

① 高級レストラン業態について 

当社グループでは、「高級レストラン」業態を中心としたフランス料理及びイタリア料理のレストラン事業を

行っております。高級レストランとは、料理・サービス・店舗空間等、あらゆる構成要素が一流の技術・品質に

基づいているレストランのことであると考えております。 

  外食産業の市場規模は全体として均衡状態を保っておりますが、景況感や嗜好の変化等を受け、顧客一人当た

りの単価は低下傾向にあります。また、客単価８千円以上で見た既存の高級フランス料理店及びイタリア料理店

全体の売上規模は、低下傾向にあると見られております。 

  当社グループでは、「高級レストラン」としては、「上質な食事」や「快適な居心地」の提供、あるいは品質

の維持・向上施策により、又は新たなブランド・業態を開発することにより、従来は他社業態を利用していた顧

客を、当社グループ店舗利用へとシフトさせ、リピーターとして定着させていくことが重要と考えており、これ

らの点に注力しております。しかし、今後の景況感、市場動向、外食に係る顧客の消費、嗜好の変化等により、

当社グループが提供する「高級レストラン」のコンセプト、料理、サービス等が受け入れられない場合には、当

社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

② 中価格帯業態について 

当社グループでは、ディナー客単価６～15千円程度の中価格帯業態での出店を推進しております。 

 まず、価値が確立したブランドについては、ディフュージョンブランドの展開を行っております。ディフュー

ジョンブランドとは、セカンドライン及びカジュアルラインのブランド群を指しており、メインのブランドの半

分程度の客単価（10～15千円程度）での展開となっております。現時点では「ひらまつ」ブランド及び「アソ」

ブランドにおいてディフュージョン展開を行っており、今後「プルセル」ブランドでも展開する予定でおりま

す。 

 また、既に提携を行っているイギリス「コンラン」ブランド、及びブラッスリー業態での提携を行っている

「ボキューズ」ブランドは、中価格帯業態で出店する予定でおります。 

 今後の景況感、市場動向、外食に係る顧客の消費、嗜好の変化等により、当社グループが提供する中価格帯業

態のコンセプト、料理、サービス等が受け入れられない場合には、当社グループの業績が影響を受ける可能性が

あります。 

③ ブランドマネジメント戦略について 

当社グループではレストランを「ブランド」として捉えており、高級レストラン業態の運営においては、顧客

がブランドから連想する上質さ・技術レベルの高さ等が最も重要であると考えております。当社は、コーポレー

トマスターブランドである「Hiramatsu」を背景に、当社創業来のフランス料理ブランド「ひらまつ」と、イタ

リア料理ブランド「アソ」を中核ブランドとした店舗展開を行っております。 

  特に、「ひらまつ」ブランドにおきましては、フランス・パリに出店した「レストランひらまつ パリ」が、

ミシュランの一つ星を取得しております。これは、当社を表象する「Hiramatsu」ブランドの価値を高め、フラ

ンス料理店ブランド「ひらまつ」の各店舗に対し、集客力向上等の波及効果をもたらしております。 

  当社グループでは適切なブランドマネジメントによって、これらブランド価値の維持・向上に資するよう努め

ておりますが、当社グループの各ブランド価値が何らかの要因で顧客に受け入れられない場合、何らかの事象で

ブランド価値が損なわれるような事態になった場合等には、顧客離れが生じる等、当社グループの業績が影響を

受ける可能性があります。 



④ 特定のシェフへの依存について 

当社グループは様々な形態及び呼称をもってブランドごとに店舗展開しておりますが、各ブランドは特定シェ

フの能力を最大限に活用した形態で成立しております。 

 中でも代表取締役社長平松博利の名を冠した「ひらまつ」ブランド及び取締役阿曽達治の名を冠した「アソ」

ブランドは、当連結会計年度において当社グループ売上高の約70％を占めております。現在、両人の業務継続に

関して支障は生じておりませんが、何らかの事由によって係る個人の業務の継続に支障が生じた場合、当社グル

ープの業績が影響を受ける可能性があります。 

 また、外部で既に高い価値を保有している外部ブランドとの提携による出店も行っております。今後、これら

の提携が何らかの理由で終了に至った場合には、ブランド名、レストラン呼称の継続使用が困難になり、またメ

ニューやコンセプトの変更を余儀なくされる可能性があり、ブランド戦略や業績が影響を受ける可能性がありま

す。 

 なお、「クライン」ブランドで運営を行っている「ル・バエレンタル」（札幌）は、平成18年12月末にてブラ

ンド提携契約を解消し、平成19年１月からは「ひらまつ」ブランドの店舗として運営いたします。店舗名、店舗

設備、人員等に変更はありませんが、ブランドの変更により業績が影響を受ける可能性があります。 

(2）婚礼営業について 

当社グループでは、高品質な料理とサービス及び独自性の強い店舗空間により、パーティ営業の一環としての婚

礼営業を手がけております。婚礼営業による新規顧客の導入は、新たなレストラン事業へのリピーター獲得の契機

としても極めて重要な戦略と考えております。 

 婚礼営業売上高は、当社グループ売上高の過半を構成していることから、当社グループの業績に大きな影響を与

えるものであり、また、婚礼営業は１月及び８月が他の月に比して閑散である傾向があるため、この季節変動性が

当社グループ売上高の季節変動要因の一つとなっております。 

 婚礼市場全体は少子化の進行により、婚礼件数自体は長期的には緩やかに縮小する見込みでありますが、このう

ちレストランにおける婚礼市場規模については増加傾向にあると見られています。ただし、この趨勢に変動が生じ

た場合には、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。また、婚礼関連市場への新規参入業者も

増加しており、これらの新規参入業者との競合は激化しております。当社グループの婚礼組単価は上昇しているも

のの、婚礼獲得は非常に厳しい状況になってきております。営業力の強化を図り、婚礼件数の獲得増加を目指して

おりますが、競合状況が一段と激しくなる等の場合には、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

２．展開の方針について 

当社グループは、新規出店に際して高級レストランに相応しい立地や人材の確保が必要であると考えております。

高感度な顧客の集客に適する立地が当社のブランド価値の確立に資すると考えており、現時点では、東京都内では都

心の港区、渋谷区、千代田区を中心として店舗を展開しております。これについては現在の国内レストランの店舗数

が11店舗であること、また、「ひらまつ」及び「アソ」ブランドより派生するディフュージョンブランドや、新たな

外部ブランドを含めた新しいブランドで店舗展開すること等により、既存店舗の周辺エリアへも出店が十分に可能で

あり、当社グループの事業計画を推進する上で出店余地が限定的であるとは考えておりません。 

  人材確保につきましては、能力・成果を適正に反映させる人事考課の実施、「レストランひらまつ パリ」を拠点

とした人材採用及び育成等の体制を整備し、当社の人材吸引力を高めるように努めております。 

  しかし、今後の新規出店に必要な物件や人材が確保できず出店が予定通り進捗しなかった場合、又は当社グループ

営業政策が顧客の支持を得られなかった場合、更に競合の状況によっては、当社グループの業績が影響を受ける可能

性があります。 

３．外部ブランドとの提携について 

(1）「プルセル」ブランド 

フランス、ミシュランの三つ星級レストラン「ル・ジャルダン・デ・サンス」のオーナーシェフであるローラ

ン・プルセル氏が代表を務めるJDS HOLDINGとの提携による「プルセル」ブランドにて「サンス・エ・サヴー

ル」を東京丸の内ビルディングに平成14年９月に出店いたしました。「プルセル」ブランドは、高い価値を有す

る外部ブランドとして、当社グループのブランドポートフォリオに組み入れた店舗展開を実施しており、平成19

年３月にはディフュージョン店「カフェ&ブラッスリー・デ・フレール・プルセル」の出店を予定しておりま

す。 

 今後本提携が何らかの理由で終了に至った場合でも、上記２店舗についてはレストランの名称、レシピ、現況

の内装等をそのまま無償で使用し、継続営業することが認められております。しかし、本契約解消の場合には以

降の出店については「プルセル」ブランドとしての出店ができない等の状況が想定され、当社グループのブラン

ド戦略や業績が影響を受ける可能性があります。 



(2）「エーベルラン」ブランド 

フランス、ミシュランの三つ星レストランのオーナーシェフであるマルク・エーベルラン氏と、名古屋におい

て「エーベルラン」ブランドのレストランを展開する事業提携を締結いたしました。「エーベルラン」ブランド

は、高い価値を有する外部ブランドであり、今後は当社グループのブランドポートフォリオに組み入れた店舗展

開を予定しております。 

 今後本契約が何らかの理由で解消に至った場合でも、出店済み店舗をレストランとして継続的に運営すること

は可能ですが、「エーベルラン」ブランドの名称やレシピを使った営業が困難になる可能性があり、当社グルー

プのブランド戦略や業績が影響を受ける可能性があります。 

(3）「ボキューズ」ブランド 

フランス、ミシュランの三つ星レストランのオーナーシェフであるポール・ボキューズ氏が代表を務める

Produits Paul BOCUSEと、日本国内において「ボキューズ」ブランドのビストロ又はブラッセリーを展開する事

業提携を締結いたしました。「ボキューズ」ブランドは、高い価値を有する外部ブランドであり、今後は当社グ

ループのブランドポートフォリオに組み入れ、中価格帯業態での店舗展開を予定しております。 

 今後本契約が何らかの理由で解消に至った場合でも、出店済み店舗をレストランとして継続的に運営すること

は可能ですが、「ボキューズ」ブランドの名称やレシピを使った営業が困難になる可能性があります。また本契

約解消の場合には、以降の出店については「ボキューズ」ブランドとして出店ができない等の状況が想定され、

当社グループのブランド戦略や業績が影響を受ける可能性があります。 

(4）「コンラン」ブランド 

英国人テレンス・コンラン卿率いるConran Restaurants Limitedと日本国内において「コンラン」ブランドの

レストランを共同開発するための事業提携を締結しております。「コンラン」ブランドは、高い価値を有する外

部「ブランド」であり、今後は当社グループのブランドポートフォリオに組み入れ、中価格帯業態での複数店舗

展開を予定しております。 

 今後本契約が何らかの理由で解消に至った場合でも、出店済み店舗をレストランとして継続的に運営すること

は可能ですが、「コンラン」ブランドの名称やレシピを使った営業はできなくなります。また本契約解消の場合

には、以降の出店については「コンラン」ブランドとして出店ができない状況となり、当社グループのブランド

戦略や業績が影響を受ける可能性があります。 

(5）「クライン」ブランド 

フランス、ミシュランの三つ星レストラン「ランスブルグ」のオーナーシェフであるジャン＝ジョルジュ・ク

ライン氏が代表を務めるNJK SARL及び、L・クライン氏が代表者を務めるSARL KLEIN ET FILSとの提携による

「クライン」ブランドにて「ル・バエレンタル」を札幌円山に平成16年４月に出店いたしました。 

「クライン」ブランドは、高い価値を有する外部ブランドであり、当社のブランドポートフォリオに組み入れた

店舗展開を実施しております。 

  なお、「クライン」ブランドで運営を行っている「ル・バエレンタル」（札幌）は、平成18年12月末にてブラ

ンド提携契約を解消し、平成19年１月からは「ひらまつ」ブランドの店舗として運営いたします。店舗名、店舗

設備、人員等に変更はありませんが、ブランドの変更により業績が影響を受ける可能性があります。 

４．食材について 

食材につきましては、狂牛病、鳥インフルエンザ等に代表されるように、最近時ではその安全性が疑われる問題が

生じており、需給関係に変動が生じる事態も想定され、良質な食材を安定的に確保していくことが、以前にも増して

外食業界の重要な関心事項となってきております。当社グループにおきましても食材の安全性及び安定的な確保に向

けてこれまで以上に慎重に取り組んでいく方針でありますが、食材の安全性が疑われる問題が生じた場合、需給関係

の変動等により食材の市況が大幅に変動した場合や、食材を安定的に確保するのに支障が生じる状況になった場合、

当社グループの業績に影響を受ける可能性があります。 



５．法的規制について 

当社グループはレストラン営業を行っているため、食品衛生法による規制を受けております。食品衛生法は、飲食

に起因する衛生上の危害の発生防止、公衆衛生の向上・増進に寄与することを目的としており、飲食店を営業するに

あたっては、食品衛生管理者を置き、厚生労働省令の定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなければなり

ません。食中毒事故を起こした場合には、食品等の廃棄処分、営業許可の取消し、営業の禁止、若しくは一定期間の

営業停止を命じられることがあります。そのような場合には、食材の廃棄損の発生や営業停止期間に伴う売上高の減

少のみならず、当社グループの高級レストランとしてのブランドイメージを大きく損ね、業績が影響を受ける可能性

があります。 

６．経営組織について 

当社グループは、戦略・施策の策定・推進、店舗開発、投資戦略等を、創業者である代表取締役社長平松博利と代

表取締役副社長刈田直文の両人に依存しております。さらに、平松博利に対しては、店舗運営、人材育成、子会社の

運営・指導、ブランド開発等も含めた経営全般に及ぶ事項について、また、刈田直文に対しては経営企画・管理業務

について、それぞれ大きく依存しております。 

 現時点において両名の退任は予定されておりませんが、両名又はどちらかが退任し、業務の遂行に支障を来たす事

象が生じた場合、業績が影響を受ける可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）「プルセル」ブランド 

 フランス、ミシュランの三つ星級レストラン「ル・ジャルダン・デ・サンス」のオーナーシェフであるローラ

ン・プルセル氏が代表を務めるJDS HOLDINGとの提携による「プルセル」ブランドにより、「サンス・エ・サヴー

ル」を東京丸の内ビルディングに平成14年９月に出店しました。また平成19年３月にはディフュージョン店となる

「カフェ&ブラッスリー・デ・フレール・プルセル」を出店する予定でおります。 

 提携契約の要旨は、下記のとおりであります。 

 今後本契約が何らかの理由で終了に至った場合でも、既に出店した店舗の名称、レシピ、現況の内装等をそのま

ま無償で使用し、継続営業することが認められております。しかし、本契約解消の場合には以降の出店については

JDS HOLDINGの同意が得られず、「プルセル」ブランドとしての出店ができない等の状況が想定され、当社グルー

プのブランド戦略や業績が影響を受ける可能性があります。 

(2）「エーベルラン」ブランド 

  フランス、ミシュランの三つ星レストランのオーナーシェフであるマルク・エーベルラン氏と、「エーベルラ

ン」ブランドのレストランを展開する事業提携を締結いたしました。平成19年３月に「オーベルジュ・ド・リ

ル ナゴヤ」を出店する予定でおります。 

 提携契約の要旨は、下記のとおりであります。 

 今後本契約が何らかの理由で解消に至った場合でも、出店済み店舗をレストランとして継続的に運営することは

可能ですが、「エーベルラン」ブランドの名称やレシピを使った営業が困難になる可能性があり、当社グループの

ブランド戦略や業績が影響を受ける可能性があります。  

概要 

ジャック・プルセル氏及びローラン・プルセル氏により、メニュー企画、店舗コンセプト企画、技術指

導を行い、プルセル両氏と平松博利が日本の市場にあわせて料理、サービス、コンセプトについての協

議を行ったうえで、平松博利及び平松博利の指名するシェフにより業務運営を行う。 

契約日 平成13年12月11日 

契約期間 
当該レストラン開店日（平成14年９月６日）より５年とする。ただし、契約期間満了日より６ヶ月前ま

でに契約解除通告がなされない限り５年ごとに自動更新される。 

契約先 JDS HOLDING（フランス・モンペリエ） 

出店場所 
東京都千代田区丸の内二丁目４－１「丸の内ビルディング」35階 

東京都港区南麻布五丁目１－27 

排他条項 

契約期間において、当社は独占的に日本で「プルセル」に係わるブランドが使用できる。一方、当社

は、JDS HOLDINGの了解なくして、別の場所における当該ブランドを用いた営業行為を行うことはでき

ない。 

概要 
マルク・エーベルラン氏により、メニュー企画、店舗コンセプト企画、及び技術指導を行い、当社は開

発されたレストランの業務運営を行う。 

契約日 平成17年12月４日 

契約期間 
平成17年12月４日より平成23年12月３日。その後は６年ごとに自動的に延長される。各期３年目の末日

及び各期末の６ヶ月前までに通告すれば、解約することができる。 

契約先 マルク・エーベルラン氏 

出店場所 名古屋市中村区名駅四丁目７－１「ミッドランドスクエア」42階 

排他条項 

契約期間において、当社は独占的に日本で「マルク・エーベルラン」に係わるブランドが使用できる。

一方、当社は、マルク・エーベルラン氏の了解なくして、別の場所における当該ブランドを用いた営業

行為を行うことはできない。 



(3）「ボキューズ」ブランド 

 フランス、ミシュランの三つ星レストランのオーナーシェフであるポール・ボキューズ氏が代表を務める

Produits Paul BOCUSEと、日本国内において「ボキューズ」ブランドのビストロまはたブラッセリーを展開する事

業提携を締結いたしました。平成19年１月に「ブラッスリー ポール・ボキューズ ミュゼ」、平成19年６月に

「ブラッスリー ポール・ボキューズ 代官山（仮称）」、平成19年９月に「ブラッスリー ポール・ボキュー

ズ 銀座（仮称）」を出店予定でおります。 

 提携契約の要旨は、下記のとおりであります。 

 今後本契約が何らかの理由で解消に至った場合でも、出店済み店舗をレストランとして継続的に運営することは

可能ですが、「ボキューズ」ブランドの名称やレシピを使った営業が困難になる可能性があります。また本契約解

消の場合には、以降の出店についてはProduits Paul BOCUSEの同意が得られず、「ボキューズ」ブランドとして出

店ができない等の状況が想定され、当社のブランド戦略や業績が影響を受ける可能性があります。 

(4）「コンラン」ブランド 

 英国人テレンス・コンラン卿率いるConran Restaurants Limitedと日本国内において「コンラン」ブランドのレ

ストランを共同開発するための事業提携を締結いたしました。 

 提携契約の要旨は、下記のとおりであります。 

 今後本契約が何らかの理由で解消に至った場合でも、既に出店した店舗をレストランとして継続的に運営するこ

とは可能ですが、「コンラン」ブランドの名称やレシピを使った営業はできなくなります。また本契約解消の場合

には、以降の出店については「コンラン」ブランドとして出店ができない状況となり、当社グループのブランド戦

略や業績が影響を受ける可能性があります。 

概要 
ポール・ボキューズ氏及びProduits Paul BOCUSEにより、メニュー企画、店舗コンセプト企画、及び技

術指導を行い、当社は開発されたレストランの業務運営を行う。 

契約日 平成17年12月１日 

契約期間 
平成17年12月１日より平成22年11月30日。その後は５年ごとに自動的に延長される。各期末の６ヶ月前

までに通告すれば、解約することができる。 

契約先 Produits Paul BOCUSE（フランス・リヨン） 

排他条項 

契約期間において、当社は独占的に日本で「ポール・ボキューズ・ビストロ」まはた「ポール・ボキュ

ーズ・ブラッセリー」に係わるブランドを使用できる。ただし、当社はProduits Paul BOCUSEの了解な

くして、別の場所における当該ブランドを用いた営業行為を行うことはできない。 

概要 
Conran Restaurants Limitedにより、メニュー企画、店舗コンセプト企画、及び技術指導を行い、当社

は、開発されたレストランの業務運営を行う。 

契約日 平成16年９月７日 

契約期間 
平成16年９月７日より平成26年９月30日。ただし、契約期間の８年目の９月末以降、双方協議の上、５

年間の延長を決定することができる。また、一定条件に基づく途中解約もありえる。 

契約先 Conran Restaurants Limited（イギリス・ロンドン） 

排他条項 

契約期間において、当社は独占的に日本で「コンラン・レストラン」に係わるブランドを使用ができ

る。一方、当社はConran Restaurants Limitedの了解なくして、別の場所における当該ブランドを用い

た営業行為を行うことはできない。 



(5）「クライン」ブランド 

 フランス、ミシュランの三つ星レストラン「ランスブルグ」のオーナーシェフであるジャン＝ジョルジュ・クラ

イン氏が代表を務めるNJK SARL及びL・クライン氏が代表者を務めるSARL KLEIN ET FILSとの提携による「クライ

ン」ブランドにより、「ル・バエレンタル」を札幌円山に平成16年４月に出店いたしました。 

 提携契約の要旨は、下記のとおりであります。 

 なお、本契約は平成18年12月31日をもって解約する事が決定しております。現在「クライン」ブランドで運営を

行っている「ル・バエレンタル」（札幌）は、平成19年１月より「ひらまつ」ブランドの店舗として運営いたしま

す。店舗名、人員等に変更はありませんが、ブランドの変更により業績が影響を受ける可能性があります。 

６【研究開発活動】 

特に記載すべき事項はありません。 

概要 
ジャン＝ジョルジュ・クライン氏により、メニュー企画、店舗コンセプト企画、及び技術指導を行い、

当社は、札幌の当該レストラン「ル・バエレンタル」において業務運営を行う。 

契約日 平成15年12月12日 

契約期間 

平成15年12月12日から平成18年12月31日まで。その後は３年ごとに自動更新される。各期末の６ヶ月前

までに通告すれば、解約することができる。 

平成18年12月31日をもって解約する予定でおります。 

契約先 NJK SARL及びSARL KLEIN ET FILS（フランス・バエレンタル） 

出店場所 札幌市中央区南一条西二十八丁目３－１ 

排他条項 

契約期間において、当社は独占的に日本で「バエレンタル」に係わるブランドを使用できる。一方、当

社はNJK SARLの了解なくして、別の場所における当該ブランドを用いた営業行為を行うことはできな

い。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

 (1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて作成

しております。この連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における財政状態及び経営成績に影響を与えるよ

うな経営者の見積り及び予測を必要としております。当社グループは、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判

断される前提に基づき、見積り及び予測を行っています。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 企業収益の改善による設備投資の増加や株式市場の活況等により、景気は緩やかに回復をしてきております。

外食産業界におきましても、企業間競争の激化等もありますが、景気回復に支えられて緩やかな上昇傾向にある

と思われます。 

 当社グループといたしましては、既存店の業容安定のための各種施策を実施するとともに、新店の開店準備を

進めてまいりました。既存店の一般営業においては、景気回復や各種施策により集客数が安定し、またパーティ

受注の増加等により堅調に推移いたしました。コンセプトリニューアルを行った「サンス・エ・サヴール」（丸

の内）については、集客数が増加し、売上高は増加しております。1.5ヶ月休業して改装工事を行った「リストラ

ンテアソ」（代官山）の減収の影響を加味すると、既存店の売上高は前連結会計年度比△0.3％であり、ほぼ前連

結会計年度並みで推移しております。 

 既存店の婚礼営業においては、売上高が前連結会計年度比+4.8％となっております。これは、従前より推進し

てきた婚礼営業の強化策により、前連結会計年度を中心に獲得した婚礼件数が増加したものによるものです。し

かし、当連結会計年度に入ってからの婚礼獲得件数は減少し、下期の婚礼件数は前連結会計年度比で減少いたし

ました。 

 一方、前連結会計年度に出店した２店舗については、順調に推移しております。 

 また、開店前費用の減少、経費削減、固定費上昇の抑制等により、販売管理費率は低下いたしました。 

 このような結果、売上高6,686百万円（前連結会計年度比+8.3％）、経常利益446百万円（同+90.5％）、当期純

利益210百万円（同+76.9％）の増収増益となりました。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

経営成績に重要な影響を与える要因については、「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ４ 事業等のリス

ク」に記載のとおりであります。 

(4）経営戦略の現状と見通し 

会社を表象するコーポレートマスターブランドである「Hiramatsu」の傘下に、内部で育成されたブランドによ

る内製ブランドと、外部で高い価値を持つブランドとの提携による外部ブランドを展開しており、複数ブランド

による店舗展開を行っております。こうした内製、外部双方のブランドの開発/導入により、ブランド開発リスク

の低減を図るとともに、ブランドの多様性を確保することで、各種候補地に適応し得る様々なタイプの店舗を出

店できる体制としております。 

 また、１つのブランドの店舗数は、ブランド価値を減殺させないために最大でも５～10店舗程度とし、高いブ

ランド価値を維持する戦略としております。そのため、ブランド数の拡充が成長には欠かせない要素となってお

り、内製ブランドを担う人材の育成と、新たな外部ブランドとの提携模索に注力しております。 

 これまで出店を行ってきた店舗は、ディナー客単価20～30千円と高価格帯を中心としており、ブランド価値が

高まったと判断したブランドについてはディフュージョンブランド（ディナー客単価10～15千円程度）展開での

出店を行ってまいりました。高価格帯で展開しているブランドについては、今後も同様にディフュージョンブラ

ンドでの展開を予定しております。 

 そして、ターゲット顧客層の拡大を目指し、中価格帯ブランド（ディナー客単価６～15千円程度）での出店を

推進しております。既に提携を行った「ボキューズ」ブランド及び「コンラン」ブランドがこれに該当いたしま

す。また、ディフュージョンブランドも中価格帯ブランドのひとつと位置付けております。 

 将来的には世界でNo.１のレストラン企業となることを目標としており、具体的には以下のような目標を掲げて

おります。 



・売上高300億円、経常利益30億円の事業規模を目指します。まずは翌連結会計年度の複数出店を機に、売上高 

100億規模へ拡張いたします。 

・世界最高水準のブランド価値(=株式価値)を目指します。 

・今後８年間で、10ブランド体制を構築します。翌連結会計年度の出店及びブランドポートフォリオの整備によ

り、６ブランド体制となります。 

・高級レストラン業態を事業の中核として、中価格帯業態での出店及びスモール・ラグジュアリー・ホテル事業

への進出も推進いたします。 

なお、上記の目標を達成するためには、既存ブランドの出店のみならず、新たな外部ブランドとの提携・M＆  

A、周辺事業への展開・提携・M＆Aも視野にいれております。 

 そして、今般７店舗の出店を行うことにより、新たな成長ステージに入ると認識しております。これに続く出

店は現時点では確定しておりませんが、まずは売上高100億円規模の達成を目指しております。 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 ① 資本の財源 

当社グループは、銀行等の金融機関からの長期借入金を基本に設備投資を行っておりますが、敷金の代預託

や内装設備のリース化等の活用により、資金調達の多様化と安定した資金繰りを実現しております。 

 翌連結会計年度は新店７店舗への設備投資約1,750百万円を予定しております。現在、銀行４行とそれぞれ

コミットメントライン契約を締結しており、総額3,600百万円のコミットメント枠（うち500百万円は実行済

み）を保有しており、設備投資を中心とした当面の資金需要を十分にカバーできる体制となっております。 

 ② 資金の流動性 

資金の流動性については、「第２ 事業の状況 １．業績等の概要 （2）キャッシュ・フロー」に記載のとお

りであります。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

今後の成長に向けた課題は「第２ 事業の状況 ３．対処すべき課題」に記載のとおりであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度は、既存店舗の設備の買取り及び新店舗の出店準備のため、総額737,118千円の投資を行いまし

た。その主な内容は、従来賃借していた「ル・バエレンタル」の店舗設備の買取り517,911千円等であります。 

また、当連結会計年度において、一部店舗の設備669,883千円のセール・アンド・リースバックを行っておりま

す。なお、重要な設備の除却はありません。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．「リストランテ アソ」は「カフェ・ミケランジェロ」を含んでおります。 

  平成18年９月30日現在

事業所名 
（所在地） 

帳簿価額（千円） 

従業
員数 
（人）

建物及び構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

工具器具
備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 内建物 

面積（㎡） 金額 

本社 

（東京都渋谷区） 
1,188.72 29,001 1,942 13,843 

－ 

(－) 
44,787 47 

  「ひらまつ」ブランド 4,083.56 393,951 2,637 172,153 
－ 

(－) 
568,742 99 

  
レストランひらまつ 

（東京都港区） 
573.23 1,077 － 17,911 

－ 

(－) 
18,988 35 

  
レストランひらまつ 博多 

（福岡市博多区） 
2,144.42 17,642 2,637 115,995 

－ 

(－) 
136,275 27 

  
ラ・レゼルヴ 

（東京都港区） 
926.24 328,293 － 30,386 

－ 

(－) 
358,680 33 

  
カフェ・デ・プレ 広尾 

（東京都港区） 
439.67 46,937 － 7,860 

－ 

(－) 
54,798 4 

  「アソ」ブランド 3,236.97 585,516 2,132 83,314 
－ 

(－) 
670,963 122 

  
リストランテ アソ 

（東京都渋谷区） 
799.49 3,091 2,132 55,900 

－ 

(－) 
61,124 50 

  
アルジェントASO 

（東京都中央区） 
1,577.04 389,033 － 19,581 

－ 

(－) 
408,615 37 

  
代官山ASOチェレステ 二子玉川店 

（東京都世田谷区） 
496.80 134,793 － 4,670 

－ 

(－) 
139,464 22 

  
代官山ASOチェレステ 日本橋店 

（東京都中央区） 
363.64 58,597 － 3,161 

－ 

(－) 
61,759 13 

  その他ブランド 2,617.65 713,141 398 118,496 
299,273 

(749.71) 
1,131,309 95 

  
サンス・エ・サヴ―ル 

（東京都千代田区） 
460.73 201,984 398 18,543 

－ 

(－) 
220,925 34 

  
ル・バエレンタル 

（札幌市中央区） 
1,037.57 511,156 － 49,013 

299,273 

(749.71) 
859,444 30 

  
シンポジオン 

（東京都渋谷区） 
1,119.35 － － 50,939 

－ 

(－) 
50,939 31 



３．本社及び店舗はすべて賃借中のものであり、上記以外に主要なリース設備として以下のものがあります。 

４．従業員数には臨時従業員数は含まれておりません。 

(2）在外子会社 

  平成18年９月30日現在

会社名 事業所名（所在地） 設備の内容 年間リース料（千円） 

株式会社ひらまつ 
レストランひらまつ 

（東京都港区） 
店舗設備 7,276 

株式会社ひらまつ 
リストランテ アソ 

（東京都渋谷区） 
店舗設備 12,058 

株式会社ひらまつ 
シンポジオン 

（東京都渋谷区） 
店舗設備 14,580 

  平成18年９月30日現在

事業所名 
（所在地） 

帳簿価額（千円） 

従業
員数 
（人）

建物及び構築物 
機械装置 
及び運搬具 

工具器具備品 合計 
内建物 

内建物 
附属設備 

HIRAMATSU EUROPE EXPORT SARL 

（フランス・パリ） 
－ 911 － 2,189 3,100  １

HIRAMATSU IMMOBILIER EUROPE SARL 

（フランス・パリ） 
－ 104,780 － 3,540 108,321 － 



３【設備の新設、除却等の計画】 

設備投資については、市場動向、自社業態動向、投資効率等を総合的に勘案の上実施しております。 

なお、平成18年９月30日現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設及び改修 

(2）重要な設備の売却 

  

会社名 

事業所名 
所在地 

設備の 
内容 

投資予定金額 
資金調達 

方法 

着手及び完了予定 
完成後の 

増加能力 
総額 

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了 

当社 

ブラッスリー ポール・ 

ボキューズ ミュゼ 

東京都 

港区 
店舗設備 138,984 1,260 

自己資金 

及び借入金 

 平成18年

９月 

 平成19年 

１月 

飲食店舗

の増加 

当社 

カフェ&ビストロ・ 

デ・フレール・プルセル 

東京都 

港区 
店舗設備 89,000 2,835 

自己資金 

及び借入金 

 平成18年

７月 

 平成19年 

３月 

飲食店舗

の改修 

当社 

オーベルジュ・ド・リル 

ナゴヤ 

名古屋市 

中村区 
店舗設備 316,953 9,450 

自己資金 

及び借入金 

 平成18年

６月 

 平成19年 

３月 

飲食店舗

の増加 

当社 

ボタニカ 

東京都 

港区 
店舗設備 402,161 38,607 

自己資金 

及び借入金 

 平成18年

３月 

 平成19年 

４月 

飲食店舗

の増加 

当社 

アイコニック 

東京都 

中央区 
店舗設備 476,955 44,130 

自己資金 

及び借入金 

 平成18年

３月 

 平成19年

４月 

飲食店舗

の増加 

当社 

ブラッスリー ポール・ 

ボキューズ 代官山（仮

称） 

東京都 

渋谷区 
店舗設備 100,000 － 

自己資金 

及び借入金 

 平成18年

12月 

 平成19年

６月 

飲食店舗

の改修 

当社 

ブラッスリー ポール・ 

ボキューズ 銀座（仮称） 

東京都 

中央区 
店舗設備 211,379 － 

自己資金 

及び借入金 

 平成18年

12月 

 平成19年

９月 

飲食店舗

の増加 

    以下の設備について、売却を計画しております。  

会社名 所在地 設備の内容 帳簿価額（千円） 売却の予定年月 

株式会社ひらまつ  東京都目黒区 土地及び建物 42,333 平成18年10月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 300,000 

計 300,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月27日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 75,768 75,768 
東京証券取引所 

市場第二部 

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式 

計 75,768 75,768 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成16年12月27日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１株とする。ただし、（注）２．に定める株式数の調整を行

った場合は、同様の調整を行う。 

２．新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）以降、当社が普通株式につき株式分割又は株式併合

を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約

権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で適切に行

使価額の調整を行う。 

３．発行日以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、上記行使価額は分割又は併合の比率に応じ、次の算

  
事業年度末現在 

（平成18年9月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日）

新株予約権の数（個）  1,000（注）１． 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  1,000（注）２． 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 77,773 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年12月28日 

至 平成26年12月26日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格         77,773 

資本組入額        38,887 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約

権者」という。）は、権利行使時においても当

社の又は当社子会社の役員又は従業員（他社に

出向している従業員を含む。）又は当社の協力

取引先あるいは当該協力取引先の役員又は従業

員であることを要する。ただし、関係会社への

出向、又は定年退職等当社取締役会が正当な理

由があると認めた場合はこの限りではない。 

②新株予約権者が新株予約権の権利行使期間中に

死亡した場合、その相続人は、本総会決議及び

新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権者との間で締結する「新株予約権

割当契約」に定める条件に従い、当該新株予約

権を行使することができる。 

③その他の条件については、本総会決議及び新株

予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。 

④新株予約権者が権利行使をする前に、権利行使

の条件に該当しなくなったため新株予約権を行

使できなくなった場合、又は、新株予約権者が

新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、

当社は当該新株予約権を無償で消却することが

できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承

認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項  － 同左 



式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数については切り上げる。 

また、発行日以降、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の

行使による場合を除く）、上記行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生ずる１円未

満の端数については切り上げる。 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規

発行前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他

これらの場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で適切に株式数の

調整を行う。 

② 平成17年12月27日定時株主総会決議 

 平成18年12月11日開催の取締役会において、平成17年12月27日開催の第23期定時株主総会で決議した旧商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の発行を決議いたしました。

 これらの詳細につきましては、「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 （7）ストックオプション制度の内

容」、及び「第５ 経理の状況 ２．財務諸表等 （２）財務諸表の注記事項（重要な後発事象）」に記載のとお

りであります。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝
調 整 前 

行使価額 
× 

時 価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．株式分割（１：２） 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株式       1,800株 

発行価格      161,500円 

資本組入額     80,750円 

払込金総額    372,600千円 

３．有償第三者割当     270株 

発行価格      161,500円 

資本組入額     80,750円 

払込金総額    55,890千円 

割当先は、日興シティグループ証券会社であります。 

４．株式分割（１：２） 

５．株式分割（１：２） 

(4）【所有者別状況】 

 （注） 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 
（千円） 

平成14年12月13日 

（注）１． 
8,436 16,872 － 807,562 － 504,587 

平成15年３月13日 

（注）２． 
1,800 18,672 145,350 952,912 227,250 731,837 

平成15年４月12日 

（注）３． 
270 18,942 21,802 974,715 34,087 765,925 

平成16年６月20日 

（注）４． 
18,942 37,884 － 974,715 － 765,925 

平成16年９月21日 

（注）５． 
37,884 75,768 － 974,715 － 765,925 

  平成18年９月30日現在

区分 

株式の状況 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 その他 の法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 4 10 44 5 2 6,808 6,873 － 

所有株式数 

（株） 
－ 131 455 808 171 26 74,177 75,768  － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 0.17 0.60 1.07 0.23 0.03 97.90 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の３株式が含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

平松博利 東京都目黒区 19,339 25.52 

ひらまつ社員持株会 
東京都渋谷区恵比寿四丁目17－３ 

カゲオカビルデイング５階 
4,135 5.45 

投資事業組合 

エム・ビー・アイファンド２号 

東京都千代田区永田町二丁目11－１ 

山王パークタワー12階 
3,926 5.18 

刈田直文 茨城県龍ヶ崎市 3,777 4.98 

投資事業組合 

エム・ビー・アイファンド 

東京都千代田区永田町二丁目11－１ 

山王パークタワー12階 
2,188 2.88 

平松慶子 東京都目黒区 2,071 2.73 

平松美智子 東京都目黒区 1,508 1.99 

萩原康宏 福岡市中央区 805 1.06 

江頭和子 東京都港区 800 1.05 

阿曽達治 東京都目黒区 774 1.02 

計 － 39,323 51.86 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     75,768 75,768 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 75,768 － － 

総株主の議決権 － 75,768 － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

（平成16年12月27日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき、当社の役員及び従業員に特に有利な条件をもって新株

予約権を発行することを、平成16年12月27日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

（平成17年12月27日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき、当社の役員及び従業員に特に有利な条件をもって新株

予約権を発行することを、平成17年12月27日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

決議年月日 平成16年12月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社の取締役 １ 

当社の従業員 41 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  － 

決議年月日 平成17年12月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社の従業員    178 

当社子会社の従業員  １ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 2,000（注）１． 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 64,709（注）３． 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年12月28日 

至 平成27年12月26日 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、

権利行使時においても当社の又は当社子会社の役員又は従業員（他社

に出向している従業員を含む。）又は当社の協力取引先あるいは当該

協力会社の役員又は従業員であることを要する。ただし、関係会社へ

の出向、又は定年退職等当社取締役会が正当な理由があると認めた場

合はこの限りではない。 

②新株予約権者が新株予約権の権利行使期間中に死亡した場合、その相

続人は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契

約」に定める条件に従い、当該新株予約権を行使することができる。 

③その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定め

るところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  － 



 （注）１．当社が普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するも

のとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的

となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他

これらの場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で適切に株式数の

調整を行う。 

２．発行する新株予約権の総数は2,000個を上限とする。 

 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は１株とする。ただし、（注）１．に定める株式数の調整を行

った場合は、同様の調整を行う。 

３．新株予約権発行日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、上記行使価額は分割又は併合の比率に応

じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数については切り上げる。 

また、発行日以降、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の

行使による場合を除く）、上記行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生ずる１円未

満の端数については切り上げる。 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

るものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、又は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要かつ合理的な範囲で適切に行

使価額の調整を行う。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝
調 整 前 

行使価額 
× 

時 価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

当社グループは、株主への利益還元を経営の最重要政策の１つとして位置付けております。成長のための設備投

資、あるいは企業体質強化のための内部留保を勘案しながらも、業績に裏付けられた成果の配分として、連結配当性

向30％を目標に積極的な配当を実施してまいります。 

  当連結会計年度は上記方針に基づき、1株当たり期末配当金（年間配当金）を840円（連結配当性向30.2％）に増配

することといたしました。 

  内部留保資金につきましては、今後の成長に資するための新規事業投資や設備投資に活用していく予定であり、中

長期的に企業価値を高めていく方針です。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年３月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成16年４月27日以前は日本証券業協会公表のものを記載しており、平成16年４月28日

以降は東京証券取引所市場第二部におけるものを記載しております。 

２．平成16年６月20日付及び平成16年９月21日付で株式分割（１：２）を行っております。□印は株式分割によ

る権利落後の株価であります。 

３．平成15年３月13日付をもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については該当事項は

ありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものを記載しております。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

最高（円） － 286,000 
476,000 

□238,000 
126,000 89,800 

最低（円） － 216,000 
205,000 

□51,250 
70,600 60,500 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 77,000 75,100 67,200 68,400 71,000 70,600 

最低（円） 72,600 67,600 62,900 60,500 64,500 64,100 



５【役員の状況】 

（注）１．取締役永露英郎氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役 江頭啓輔氏及び北村  汎氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（株） 

取締役社長 

（代表取締役） 

執行役員 

ひらまつ事業

本部長 

ボキューズ事

業本部長 

プルセル事業

本部長 

平松博利 
昭和27年 

６月23日生 

昭和58年６月 有限会社ひらまつ亭設立 代表取締役 

平成６年12月 株式会社ひらまつに組織変更 

 代表取締役社長 

平成13年６月 HIRAMATSU IMMOBILIER EUROPE SARL GERANT（現任） 

平成15年４月 当社代表取締役社長兼執行役員（現任） 

19,339 

取締役副社長 

（代表取締役） 
執行役員 刈田直文 

昭和37年 

７月６日生 

昭和60年４月 株式会社富士銀行（現みずほ銀行）入行 

平成10年９月 当社代表取締役副社長 

平成15年４月 当社代表取締役副社長兼執行役員（現任） 

3,777 

取締役 

執行役員 

アソ事業本部

長 

阿曽達治 
昭和37年 

６月23日生 

昭和59年４月 有限会社ひらまつ亭（現当社）入社 

平成６年12月 当社取締役 

平成15年４月 当社取締役兼執行役員（現任） 

774 

取締役 

執行役員 

シンポジオン

事業部長 

コンラン事業

本部長 

カフェレスト

ラン事業部長 

事業開発部長 

鎌田  潔 
昭和29年 

12月12日生 

昭和54年10月 株式会社吉祥入社 

平成２年６月 株式会社西洋コンチネンタルホテルズ 新規事業開発部長 

平成４年９月 株式会社東京シティクラブ  

マーケティングディレクター兼副総支配人 

平成９年８月 森ビル株式会社 新規事業開発部長 

平成13年６月 株式会社ヒルズクラブ 取締役 

平成17年７月 当社執行役員 

平成18年12月 当社取締役兼執行役員（現任） 

－ 

取締役   永露英郎 
昭和45年 

５月８日生 

平成５年４月 マッキンゼーアンドカンパニーインクジャパン入社 

平成10年５月 株式会社アドバンテッジパートナーズ 

（現アドバンテッジパートナーズLLP）入社 

平成14年９月 当社取締役（現任） 

平成17年７月 株式会社アドバンテッジホールディングス 取締役（現

任） 

平成17年12月 株式会社ポッカコーポレーション 取締役（現任） 

平成18年９月 株式会社アドバンテッジパートナーズLLP  

シニアパートナー（現任） 

－ 

監査役 

（常勤） 
  鬼木昌留 

昭和６年 

２月６日生 

昭和51年１月 株式会社NECテレコミュニケーションズ・ 

ヨーロッパ・リミテッド 代表取締役社長 

平成５年10月 株式会社NECクリエイティブ 代表取締役社長 

平成８年７月 当社顧問 

平成12年12月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役   江頭啓輔 
昭和７年 

３月18日生 

昭和53年６月 野村證券株式会社 常務取締役 

昭和61年５月 株式会社大沢商会 代表取締役社長 

平成12年５月 日本自動車輸入組合 理事長 

平成12年12月 当社監査役（現任） 

平成17年６月 三菱ふそうトラック・バス株式会社 

代表取締役会長（現任） 

－ 

監査役   北村 汎 
昭和４年 

１月20日生 

昭和28年４月 外務省入省 

昭和57年８月 北米局長 

昭和59年７月 大臣官房長 

昭和62年１月 外務審議官 

昭和63年９月 駐カナダ大使 

平成３年１月 駐英国大使 

平成６年11月 社団法人日英協会 理事長 

平成10年４月 秀明大学学長 

平成12年12月 当社監査役（現任） 

－ 

      計   23,890 



３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。補

欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

４．当社は、「経営と業務執行の分離」により、コーポレート・ガバナンスの強化を図ると共に、経営効率化を

より一層進めるため、執行役員制度を導入いたしております。 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

岩倉正和 昭和37年12月２日 

昭和62年４月 西村ときわ法律事務所入所 

平成４年４月 立教大学法学部講師 

平成５年９月 デベヴォイズ・アンド・プリンプトン法律事務所入所 

平成６年８月 アーノルド・アンド・ポーター法律事務所入所 

平成８年１月 西村ときわ法律事務所パートナー弁護士（現任） 

平成８年４月 横浜国立大学大学院講師 

平成９年７月 北海道大学大学院講師 

平成12年６月 日本スポーツ振興くじ株式会社 非常勤監査役（現任） 

 ジェット証券株式会社 非常勤監査役（現任） 

平成16年４月 一橋大学法科大学院講師（現任） 

平成16年６月 株式会社ICJ 非常勤監査役（現任） 

平成17年４月 京都大学大学院法学研究科講師（現任） 

平成17年６月 株式会社カカクコム 社外監査役（現任） 

平成18年４月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授（現任） 

平成18年６月 株式会社ファンケル 社外取締役（現任） 

－ 

役名及び職名 氏名 

代表取締役社長兼執行役員 平松博利 

代表取締役副社長兼執行役員 刈田直文 

取締役兼執行役員 阿曽達治 

取締役兼執行役員 鎌田  潔 

執行役員 平松慶子 

執行役員 長坂滋郎 

執行役員 陣内孝也 

執行役員 萩原康宏 

執行役員 服部亮人 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

企業価値の最大化を図る観点から、経営の透明性や公正性、迅速かつ適切な意思決定及び実施が経営管理におけ

る重要課題であり、そのためにもコーポレート・ガバナンスの充実が基本であると考えております。 

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容 

（ア）取締役会 

月１回を基本として取締役会を開催しておりますが、必要に応じ機動的に臨時取締役会を開催しておりま

す。意思決定の迅速化と責任の明確化を図るために、取締役は５名、うち１名は業務執行の監視機能を高め

るため社外取締役とすることを基本としております。 

（イ）監査役会 

当社は監査役制度を導入しており、会社法上の「委員会設置会社」に移行する予定はありません。当社の

事業規模等を考慮しますと、現在の監査役制度が適切であるとの判断に基づくものであります。 

  なお、監査役は３名で、うち２名が社外監査役であり、監査役会による監査を核とした経営監視体制を採

用しております。３ヶ月に１度を基本として、監査役会を開催しております。また、必要に応じて臨時監査

役会を開催しております。 

 監査役は、監査方針及び監査計画に基づき、株主総会・取締役会・営業会議等への出席、各店舗への往

査、取締役を含む従業員から重要事項の報告収受等により業務執行状況を監視し、会計監査人との連携を通

じて、その実効性を高める事に努めております。 

（ウ）執行役員制度 

執行役員への権限委譲と執行責任の明確化を図るために、執行役員制度を導入しております。執行役員を

含む幹部社員が参加する営業会議等を定期的に開催し、業務執行に関する指示・情報伝達を行っておりま

す。 

② 内部統制システムの整備状況 

内部統制につきましては、社長直轄で内部監査担当を設置しており、全店舗・全部門について必要な業務監査

を随時実施しているほか、管理部において、法令遵守への対応、適切な情報開示及び社内情報管理等を担当して

おります。また、業務分掌規程、職務権限規程等により役職員の権限と責任を明確にし、適正に運営される体制

を整備しております。 

  なお、当社は平成18年５月12日開催の取締役会において、会社法及び会社法施行規則で求められている内部統

制システム構築の基本方針を決定いたしました。 

当社におけるコーポレート・ガバナンスの概略図は以下のとおりであります。 



③ 内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査担当１名を任命し、監査役と連携を取りながら年間内部監査計画に基づき各種内部監査を実施してお

ります。監査役監査についても、年間監査計画に基づき担当監査役が監査を行っております。内部監査及び監査

役監査は適宜監査結果の報告及び協議を行い、監査計画等への反映を行っております。 

 会計監査人との情報共有は、年２回の定例会議及び必要に応じて適宜行っております。 

④ 会計監査の状況 

当社は、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく会計監査についての監査契約を新日本監査法人と締結して

おり、適時監査が実施されております。 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士及び監査業務に係る補助者は以下のとおりであります。 

（業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数） 

 （注）１．継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

２．同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与する

ことのないよう措置をとっております。 

（監査業務に係る補助者の構成） 

公認会計士 １名  会計士補 ２名 

なお、当社と同監査法人、又は当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員との間には、特別な利害関係

はありません。 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の社外取締役である永露英郎氏は、大株主である投資事業組合エム・ビー・アイファンド２号及び投資事

業組合エム・ビー・アイファンドを運営するアドバンテッジパートナーズLLPのパートナーの１人であります。 

 また、当社と社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

(3) リスク管理体制の整備の状況 

取締役会、監査役会及び経営会議の連携のもとにリスク情報の共有化を図り、危機管理上の重要事項が発生した

場合には、担当取締役・執行役員への情報伝達を迅速に行い、会社としての意思決定及び情報開示を適切に行う体

制としております。 

 また、法令遵守の精神を社内に徹底するために、定期的に開催している営業会議、部長会議をはじめとした各会

議において、適宜社員教育等を実施し、問題の発生防止に努めております。 

 そして、１弁護士事務所と顧問契約を締結し、経営管理上かつ業務運営上の法律問題について随時確認及び聴取

し、必要に応じてコンプライアンスに関する助言を受けております。 

(4) 役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役並びに監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

です。 

役員報酬 

監査報酬 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

指定社員・業務執行社員 唐澤 洋 
新日本監査法人 

指定社員・業務執行社員 沼田 徹 

取締役に支払った報酬 128,115千円

監査役に支払った報酬 3,300千円

計 131,415千円

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 11,000千円



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

ただし、前連結会計年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）については、「財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）については、「財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）

及び前事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）、当連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９

月30日まで）及び当事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、

新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※１ 1,234,421 1,186,647 

２．売掛金  127,141 230,719 

３．たな卸資産  477,327 454,066 

４．繰延税金資産  22,525 23,557 

５．その他  246,632 309,377 

貸倒引当金  △5,185 △7,285 

流動資産合計  2,102,862 36.5 2,197,084 35.9

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物及び構築物  2,195,564 2,051,367   

減価償却累計額  480,386 1,715,178 224,065 1,827,302 

(2）機械装置及び運搬具  56,416 46,987   

減価償却累計額  46,001 10,414 39,877 7,110 

(3）工具器具備品  883,927 894,534   

減価償却累計額  445,319 438,607 500,996 393,538 

(4）土地  337,676 337,676 

(5）建設仮勘定  － 101,532 

有形固定資産合計  2,501,877 43.5 2,667,159 43.7

２．無形固定資産  3,537 0.1 2,835 0.0

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※1,2 27,664 32,687 

(2) 長期貸付金  402,842 451,509 

(3）繰延税金資産  52,058 26,757 

(4) 差入敷金及び保証金 ※１ 589,737 656,366 

(5) その他 ※１ 107,223 102,742 

貸倒引当金  △32,518 △20,918 

投資その他の資産合計  1,147,007 19.9 1,249,144 20.4

固定資産合計  3,652,422 63.5 3,919,139 64.1

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅲ 繰延資産    

１．創立費  81 － 

２．新株発行費  2,192 251 

繰延資産合計  2,274 0.0 251 0.0

資産合計  5,757,559 100.0 6,116,475 100.0 

      

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  386,941 490,445 

２．短期借入金  500,000 500,000 

３．一年内償還予定社債  28,000 28,000 

４．一年内返済予定長期借
入金 

※１ 187,259 87,155 

５．未払金  76,671 140,676 

６．未払費用  159,112 136,613 

７．未払法人税等  106,866 116,500 

８．未払消費税等  11,860 45,183 

９．前受金  335,819 250,601 

10．その他  29,137 71,851 

流動負債合計  1,821,669 31.6 1,867,028 30.5

Ⅱ 固定負債    

１．社債  398,000 370,000 

２．長期借入金 ※１ 936,525 1,049,344 

固定負債合計  1,334,525 23.2 1,419,344 23.2

負債合計  3,156,194 54.8 3,286,372 53.7

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 974,715 16.9 － －

Ⅱ 資本剰余金  765,925 13.3 － －

Ⅲ 利益剰余金  838,065 14.6 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 6,219 0.1 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定  16,440 0.3 － －

資本合計  2,601,364 45.2 － －

負債及び資本合計  5,757,559 100.0 － － 

     
（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本         

１．資本金   － － 974,715 15.9

２．資本剰余金   － － 765,925 12.5

３．利益剰余金   － － 1,000,847 16.4

株主資本合計   － － 2,741,487 44.8

Ⅱ 評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差
額金 

  － － 9,191 0.2

２．為替換算調整勘定   － － 79,423 1.3

評価・換算差額等合計   － － 88,614 1.5

純資産合計   － － 2,830,102 46.3

負債純資産合計   － － 6,116,475 100.0

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  6,176,594 100.0 6,686,430 100.0 

Ⅱ 売上原価  2,801,958 45.4 3,014,970 45.1

売上総利益  3,374,636 54.6 3,671,460 54.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,117,477 50.5 3,271,868 48.9

営業利益  257,159 4.2 399,591 6.0

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  11,188 16,353   

２．為替差益  － 34,611   

３．前受食事券  1,719 1,161   

４．土地賃貸料  4,948 4,712   

５．その他  9,833 27,689 0.4 7,686 64,525 1.0

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  28,309 15,077   

２．社債発行費償却  5,267 －   

３．新株発行費償却  － 1,942   

４．為替差損  3,650 －   

５．その他  13,346 50,573 0.8 695 17,715 0.3

経常利益  234,275 3.8 446,401 6.7

Ⅵ 特別利益    

１．前期損益修正益  9,825 －   

２．投資有価証券売却益  4,743 －   

３．受取弁済金  8,618     －   

４．貸倒引当金戻入益  －     2,493   

５．会員権売却益  －     1,004   

６．過年度業務委託費戻入
額  

 － 23,186 0.4 5,101 8,598 0.1

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失    

 １．前期損益修正損  2,684 －   

２．固定資産売却損 ※３ － 352   

３．固定資産除却損  ※２ 13,521 21,223   

４．原状回復費  － 10,590   

５．臨時償却費  － 7,336   

６．特別退職金  － 13,982   

７．その他   8,520 24,726 0.4 2,945 56,431 0.8

税金等調整前当期純利
益 

 232,735 3.8 398,568 6.0

法人税、住民税及び事
業税 

 113,000 165,406   

法人税等調整額  470 113,470 1.8 22,228 187,634 2.8

当期純利益  119,265 1.9 210,933 3.2

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書  

   
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  765,925 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  765,925 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  817,298 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益  119,265 119,265 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  98,498 98,498 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  838,065 

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）剰余金の配当△38,641千円は、平成17年12月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年９月30日 残高 

（千円） 
974,715 765,925 838,065 2,578,705 

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注） － － △38,641 △38,641 

当期純利益 － － 210,933 210,933 

連結子会社合併に伴う 

利益剰余金減少高 
－ － △9,509 △9,509 

株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
－ － － － 

連結会計年度中の変動額合計

（千円） 
－ － 162,782 162,782 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
974,715 765,925 1,000,847 2,741,487 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 為替換算調整勘定 評価・ 

換算差額等合計 

平成17年９月30日 残高 

（千円） 
6,219 16,440 22,659 2,601,364 

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注） － － － △38,641 

当期純利益 － － － 210,933 

連結子会社合併に伴う 

利益剰余金減少高 
－ － － △9,509 

株主資本以外の項目の連結 

会計年度中の変動額（純額） 
2,972 62,983 65,955 65,955 

連結会計年度中の変動額合計

（千円） 
2,972 62,983 65,955 228,737 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
9,191 79,423 88,614 2,830,102 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 232,735 398,568

減価償却費 192,448 144,860

貸倒引当金の増減額（減少：△） 5,768 1,180

受取利息及び受取配当金 △11,188 △16,353

支払利息 31,253 15,077

有形固定資産除却損 16,294 18,674

売上債権の増減額（増加：△） △29,267 △102,253

たな卸資産の増減額（増加：△） 99,504 23,261

前渡金の増減額（増加：△） 20,301 －

その他流動資産の増減額（増加：△） △62,312 △23,023

買掛金の増減額（減少：△） 94,799 102,715

未払金の増減額（減少：△） △17,659 63,582

未払費用の増減額（減少：△） 33,446 △23,636

未払法人税等（減少：△） 17,292 50

未払消費税等（減少：△） △16,984 33,323

前受金の増減額（減少：△） 78,682 △85,217

その他 20,768 △17,972

小計 705,882 532,836

利息及び配当金の受取額 11,188 16,156

利息の支払額 △33,778 △16,188

法人税等の支払額 △143,510 △155,822

営業活動によるキャッシュ・フロー 539,781 376,981

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 － △30,000

投資有価証券の取得による支出 △100 －

投資有価証券の売却による収入 4,032 －

ゴルフ会員権の売却による収入 － 2,955

有形・無形固定資産の取得による支出 △583,767 △736,696

有形固定資産の売却による収入 410 446,767

差入敷金保証金の差入による支出 △114,504 △123,090

差入敷金保証金の返還による収入 78,182 28,761

貸付による支出 △134,643 －

貸付金の回収による収入 7,737 2,169

投資活動によるキャッシュ・フロー △742,653 △409,131

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 500,000 －

長期借入れによる収入 1,100,000 500,000

長期借入金の返済による支出 △819,582 △487,284

社債の償還による支出 △28,000 △28,000

配当金の支払額 △97,164 △38,641

財務活動によるキャッシュ・フロー 655,252 △53,926

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,065 8,302

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 450,314 △77,774

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 684,107 1,134,421

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,134,421 1,056,647

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

HIRAMATSU IMMOBILIER EUROPE SARL 

HIRAMATSU EUROPE EXPORT SARL 

なお、HIRAMATSU RESTAURANT SARLを

存続会社とする吸収合併方式で、 

HIRAMATSU EUROPE SARLは平成17年９

月25日で解散いたしました。吸収合

併後の会社名はHIRAMATSU EUROPE  

EXPORT SARLであります。 

(1）連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

HIRAMATSU IMMOBILIER EUROPE SARL 

HIRAMATSU EUROPE EXPORT SARL 

連結子会社であったHIRAMATSU EUROP

E SARLは、当連結会計期間におい

て、HIRAMATSU EUROPE EXPORT SARL

(旧HIRAMATSU RESTAURANT SARL）に

合併されましたので、連結の範囲か

ら除外しております。  

 (2）非連結子会社の数 １社 

非連結子会社の名称 

株式会社タカギ 

(2）非連結子会社の数 １社 

非連結子会社の名称 

同左 

 （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためで

あります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用していない非連結子会社及

び関連会社の名称 

非連結子会社 株式会社タカギ 

関連会社   株式会社エイチ・エ

ル・シー 

持分法を適用していない非連結子会社及

び関連会社の名称 

同左 

  

 （持分法を適用しない理由） 

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の決算日は、６月30

日であります。 

当連結会計年度より連結子会社の決算日

を９月30日から６月30日に変更しまし

た。 

これにより当連結子会社は９ヶ月で決算

をしております。 

連結財務諸表作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用しております。

ただし７月１日から連結決算日９月30日

までの期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

すべての連結子会社の決算日は、６月30

日であります。 

連結財務諸表作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用しております。

ただし７月１日から連結決算日９月30日

までの期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

  

  

  

  

  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理しておりま

す。なお、売却原価は移動平均

法により算定しております。） 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理しております。

売却原価は移動平均法により算

定しております。）  

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ロ デリバティブ 

時価法（ただし、金利スワップにつ

いて特例処理の条件をみたしている

場合には特例処理を採用しておりま

す。） 

ロ デリバティブ 

同左 

 ハ たな卸資産 

(1）食材（原材料） 

最終仕入原価法による原価法を採

用しております。 

ハ たな卸資産 

(1）食材（原材料） 

同左 

  

 (2）ワイン（原材料） 

個別法による原価法を採用してお

ります。 

(2）ワイン（原材料） 

同左 

  

 (3）貯蔵品 

先入先出法による原価法を採用し

ております。 

(3）貯蔵品 

同左 

  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

当社は、定率法（ただし平成10年４

月１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）については定額法）を採

用しております。また、在外子会社

は定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物   ３年から50年 

機械装置及び運搬具 ２年から６年 

工具器具備品    ２年から20年 

イ 有形固定資産 

同左 

  

  

  

 ロ 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ハ 繰延資産 

(1）創立費 

５年間で毎期均等償却しておりま

す。 

ハ 繰延資産 

(1）創立費 

同左 

 (2）新株発行費 

商法の規定により最長期間（３

年）で毎期均等償却しておりま

す。 

(2）新株発行費 

３年間で毎期均等償却しておりま

す。 

 (3）社債発行費 

商法の規定により最長期間（３

年）で毎期均等償却しておりま

す。 

────── 

  

 ニ 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

ニ 長期前払費用 

同左 

（追加情報） 

NJK SARL及びSARL KLEIN ET FILSとの

業務提携に基づくブランド使用許諾料

は、従来、償却期間を５年として減価

償却を行ってきましたが、当連結会計

年度において平成18年12月31日をもっ

て当該業務提携を解消することを決定

したため、償却期間を短縮しました。 

この変更により、従来と同一の償却期

間を採用した場合と比較して、減価償

却費は4,891千円増加し、営業利益及び

経常利益はそれぞれ4,891千円減少して

おり、臨時償却費7,336千円を特別損失

に計上したため、税金等調整前当期純

利益は12,228千円減少しております。 

(3）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めておりま

す。 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の要

件をみたしている場合には、特例処

理を採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以下

のとおりであります。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

ヘッジ方針 

借入金の利息相当額の範囲内で市

場金利変動リスクを回避する目的

で行っております。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針 

同左 

  

  

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

ヘッジ方針 

同左 

 

 ハ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であり、

かつヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しております。 

ハ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

────── 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は2,830,102

千円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

  

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「短期貸付

金」(当連結会計年度5,286千円)は、資産合計額の100分

の５以下となったので、流動資産の「その他」に含めて

表示することにしました。 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「新株発行費償却」は、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度末の「新株発行費償却」は4,396

千円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

預金 100,000千円

投資有価証券 21,492 

差入敷金及び保証金 222,370 

投資その他の資産、その他 21,500 

計 365,362千円

預金 30,000千円

投資有価証券 25,261 

投資その他の資産、その他 20,000 

計 75,261千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

一年内返済予定長期借入金 187,259千円

長期借入金 136,525 

計 323,785千円

一年内返済予定長期借入金 87,155千円

長期借入金  49,344 

計 136,500千円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 0千円 投資有価証券（株式） 0千円

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式75,768株であ

ります。 

※３               ────── 

４ コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。この契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

４ コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。この契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 500,000千円

借入実行残高 － 

差引額 500,000千円

貸出コミットメントの総額 3,600,000千円

借入実行残高  500,000 

差引額 3,100,000千円

 



前連結会計年度 
（平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

５ 代預託契約 

平成14年８月21日付で当社は一部の店舗の敷金 

200,000千円について金融機関及び貸主との間で代

預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成14年９月27日

付で貸主に対して敷金相当額200,000千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成29年８月31日までとなってお

ります。ただし、５年ごとの見直し条項が付され

ております。 

５ 代預託契約 

平成14年８月21日付で当社は一部の店舗の敷金

200,000千円について金融機関及び貸主との間で代

預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成14年９月27日

付で貸主に対して敷金相当額200,000千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成29年８月31日までとなってお

ります。ただし、５年ごとの見直し条項が付され

ております。 

    

平成15年４月１日付で当社は一部の店舗の敷金

69,967千円について金融機関及び貸主との間で代

預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成15年４月１日

付で貸主に対して敷金相当額69,967千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成25年９月30日までとなってお

ります。ただし、３年ごとの見直し条項が付され

ております。 

平成15年４月１日付で当社は一部の店舗の敷金

69,967千円について金融機関及び貸主との間で代

預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成15年４月１日

付で貸主に対して敷金相当額69,967千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成25年９月30日までとなってお

ります。ただし、３年ごとの見直し条項が付され

ております。 

    

平成17年４月25日付で当社は一部の店舗の敷金

32,000千円について金融機関及び貸主との間で代

預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成17年４月28日

付で貸主に対して敷金相当額32,000千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成18年７月31日までとなってお

ります。 

平成18年９月29日付で当社は一部の店舗の敷金

48,969千円について金融機関及び貸主との間で代

預託契約を結んでおります。  

当該契約に基づき、金融機関は平成18年９月29日

付で貸主に対して敷金相当額48,969千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成29年２月28日までとなってお

ります。ただし、平成24年２月28日付の見直し条

項が付されております。 

    

平成17年４月25日付で当社は一部の店舗の敷

金 27,000千円について金融機関及び貸主との間で

代預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成17年４月28日

付で貸主に対して敷金相当額27,000千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成18年２月28日までとなってお

ります。 

  

  

  



（連結損益計算書関係） 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

従業員給与手当 961,990千円

地代家賃 673,845 

減価償却費 166,656 

従業員給与手当 1,022,243千円

地代家賃 714,450 

減価償却費 119,968 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 5,654千円

建物 6,368 

原状回復費用 1,498 

建物 17,750千円

工具器具備品等 3,472 

  ※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  車両運搬具  352千円

当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 
 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 75,768 － － 75,768 

合計 75,768 － － 75,768 

 ２．配当に関する事項 

   （１）配当金支払額 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年12月27日 

定時株主総会 
普通株式 38,641 510 平成17年９月30日 平成17年12月27日

   （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
  

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年12月27日 

定時株主総会 
普通株式 63,645  利益剰余金 840 平成18年９月30日 平成18年12月28日

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,234,421千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100,000  

現金及び現金同等物 1,134,421千円

現金及び預金勘定 1,186,647千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △130,000  

現金及び現金同等物 1,056,647千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置 
及び運搬具 

4,950 1,563 3,386 

工具器具備品 147,280 47,770 99,510 

ソフトウェア 36,464 7,090 29,373 

合計 188,694 56,423 132,271 

取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

建物及び構築
物 

445,970 26,312 419,658

機械装置 
及び運搬具 

4,500 916 3,583

工具器具備品 288,598 99,553 189,045

ソフトウェア 58,674 16,275 42,398

合計 797,743 143,058 654,685

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 33,102千円

１年超 101,447 

合計 134,549千円

１年内 88,055千円

１年超 573,481 

合計 661,537千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 35,980千円

減価償却費相当額 33,574 

支払利息相当額 3,602 

支払リース料 100,693千円

減価償却費相当額 74,028 

支払利息相当額 19,684 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 54,550千円

１年超 1,121 

合計 55,672千円

１年内 1,121千円

１年超 － 

合計 1,121千円



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
(1)株式 3,519 6,072 2,553 

(2)債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 13,559 21,492 7,932 

小計 17,078 27,564 10,485 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
(1)株式 － － － 

(2)債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

小計 － － － 

合計 17,078 27,564 10,485 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 100 



当連結会計年度（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
(1)株式 3,519 7,314 3,795 

(2)債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 13,559 25,261 11,701 

小計 17,078 32,575 15,496 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
(1)株式 － － － 

(2)債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

小計 － － － 

合計 17,078 32,575 15,496 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 112 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成17年９月30日現在） 

 金利スワップの特例処理を適用しているため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（平成18年９月30日現在） 

 金利スワップの特例処理を適用しているため、記載を省略しております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

(1）取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的

で利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの取引について、特例処理の要件をみ

たしているので特例処理によっております。 

① ヘッジ手段……金利スワップ 

② ヘッジ対象……借入金 

③ ヘッジ方針 

 借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動

リスクを回避する目的で行っております。 

  

  

  

  

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する

重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時

及びその後も継続して、相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。 

  

  

(4）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク

はほとんどないと認識しております。また、金利ス

ワップ取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機

関であり、相手先の契約不履行による信用リスク

は、ほとんどないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限等を定めた社内ルールに従い管理本部が決裁責任

者の承認を得て行っております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限等を定めた社内ルールに従い管理部が決裁責任者

の承認を得て行っております。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

該当事項はありません。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左 



（退職給付関係） 

該当事項はありません。 

（ストックオプション等関係） 

（1）ストックオプションの内容、規模及びその変動状況 

（注）株式数に換算して記載しております。 

② ストックオプションの規模及びその変動状況 

① ストックオプションの内容  

 
平成16年12月27日 
ストックオプション 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役    １名 

当社従業員    41名 

ストックオプション数 普通株式  1,000株 

付与日 平成17年９月１日 

権利確定条件 該当事項はありません。 

権利行使条件 

権利行使時においても当社又は当

社子会社の役員又は従業員又は当

社の協力取引先あるいは当該協力

取引先の役員又は従業員であるこ

とを要する。 

対象勤務期間 
２年４ヶ月間（自 平成17年９月１

日 至 平成19年12月28日） 

権利行使期間 
自 平成19年12月28日 至 平成26年

12月26日 

イ．ストックオプションの数 （単位：株） 

 
平成16年 

ストックオプション 

権利確定前   

前連結会計年度末 1,000 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 1,000 

権利確定後 － 

前連結会計年度末   

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

ロ．単価情報 （単位：円） 

 
平成16年 

ストックオプション 

権利行使価格 77,773 

行使時平均株価 － 

公正な評価単価（付与日） － 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  （平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） 

繰延税金資産             

貸倒引当金損金算入限度超過額   32,362     26,185   

ゴルフ会員権評価損   19,061     775   

関係会社株式評価損   2,630     2,630   

未払事業税   10,401     11,189   

未払事業所税   3,606     3,953   

長期前払費用償却超過額   －     4,975   

その他   10,787     6,911   

繰延税金資産合計   78,850     56,621   

繰延税金負債             

その他有価証券評価差額金   4,266     6,305   

繰延税金負債合計   4,266     6,305   

繰延税金資産の純額   74,583     50,315   

       （単位：千円） 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  （平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） 

流動資産－繰延税金資産   22,525     23,557   

固定資産－繰延税金資産   52,058     26,757   

   （単位：％） 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  （平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） 

法定実効税率   40.7     40.7   

（調整）             

交際費等永久に損金に算入されない項目   2.5     1.7   

住民税均等割   3.7     2.5   

子会社欠損金   3.4     2.6   

その他   △1.5     △0.3   

税効果会計適用後の法人税等の負担率   48.8     47.1   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成17年10月１

日 至 平成18年９月30日）において、当連結グループは料理飲食店として、同一セグメントの事業を行って

おり、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 （注）１．営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は621,284千円であり、その主な内容は、当社

の本社機能に係る費用であります。 

２．資産のうち「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は1,349,633千円であり、その主な内容は、当社の金

融資産（現金及び預金、投資有価証券）、並びに本社機能に係る資産等であります。 

 （注）１．営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用は623,438千円であり、その主な内容は、当社

の本社機能に係る費用であります。 

２．資産のうち「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は1,334,613千円であり、その主な内容は、当社の金

融資産（現金及び預金、投資有価証券）、並びに本社機能に係る資産等であります。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成17年10月１

日 至 平成18年９月30日）においては、海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載

を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 
日本 
（千円） 

フランス 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

 売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 6,172,286 4,308 6,176,594 － 6,176,594

(2）
セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ 91,395 91,395 (91,395) －

 計 6,172,286 95,704 6,267,990 (91,395) 6,176,594

 営業費用 5,272,344 114,374 5,386,719 532,716 5,919,435

 営業利益（又は営業損失） 899,941 △18,669 881,271 (624,111) 257,159

Ⅱ 資産 4,563,324 757,245 5,320,569 436,990 5,757,559

当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 
日本 
（千円） 

フランス 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

 売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 6,664,670 21,760 6,686,430 － 6,686,430

(2）
セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ 66,976 66,976 (66,976) －

 計 6,664,670 88,736 6,753,406 (66,976) 6,686,430

 営業費用 5,621,897 104,003 5,725,901 560,938 6,286,839

 営業利益（又は営業損失） 1,042,773 △15,267 1,027,505 (627,914) 399,591

Ⅱ 資産 4,909,711 785,458 5,695,170 421,305 6,116,475



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

(1) 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

(1) 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

（注）算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

２．１株当たり当期純利益 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 34,333.29円 

１株当たり当期純利益金額 1,574.08円 

１株当たり純資産額 37,352.21円 

１株当たり当期純利益金額 2,783.95円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が無いため記載

しておりません。 

同左 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

純資産の部の合計額（千円） － 2,830,102 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － － 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） － 2,830,102 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数（株） 
－ 75,768 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

当期純利益（千円） 119,265 210,933 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 119,265 210,933 

期中平均株式数（株） 75,768 75,768 

希薄化効果を有しないため、 

潜在株式調整後１株当たりの当期純利益の 

算定に含めなかった潜在株式の概要 

 平成16年12月27日定時株主総

会決議によるストックオプショ

ン（株式の数1,000株） 

同左 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．ストックオプション制度の採用 

平成17年12月27日開催の当社の定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基

づき、当社及び当社子会社の役員、及び従業員及び

当社の取引先、当該協力取引先の役員及び従業員に

対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行す

ることを決議いたしました。その内容は「第４ 提

出会社の状況 １．株式等の状況 (7) ストックオ

プション制度の内容 （平成17年12月27日定時株主

総会決議）」に記載のとおりであります。 

１．固定資産の譲渡 

平成18年８月31日付の取締役会において、当社所有

土地及び建物の譲渡について決議し、平成18年10月

27日に物件を譲渡いたしました。譲渡の概要及び本

件譲渡による固定資産売却益計上見込額は次のとお

りであります。 

(1) 譲渡の概要 

① 物件の概要 

所在地  東京都目黒区祐天寺二丁目1082-6 

敷地面積 93.82㎡ 

地目   宅地 

② 譲渡価額 85,804千円 

③ 譲渡先  株式会社スリーオーク 

④ 譲渡の日程 

契約書締結日 平成18年９月15日 

物件引渡し日 平成18年10月27日  

(2) 平成19年度における本件譲渡による固定資産売

却益計上見込額 40,981千円 

２．リース契約の締結 

平成17年７月25日付の取締役会において、一部店舗

の建物附属設備343百万円（平成17年９月30日現在帳

簿価額）につき、流動化を図る目的をもってセール

ス・アンド・リースバック契約を締結することを決

議しました。 

(1）契約先 三井住友銀リース株式会社 

(2）締結の時期 平成17年10月１日 

(3）物件名 店舗内設備 

(4）リース期間 60ヶ月 

３．コミットメントライン契約の締結 

運転資金の効率的な調達を行う目的をもって、取引

銀行１行と貸出コミットメント契約を締結いたしま

した。 

(1）契約先 株式会社UFJ銀行 

(2）締結の時期 平成17年12月７日 

(3）貸出コミットメントの総額 1,000,000千円 

 ２．ストックオプションの発行 

平成18年12月15日開催の取締役会において、平成17

年12月27日開催の第23期定時株主総会で決議した旧

商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づく

ストックオプションとしての新株予約権の発行を決

議いたしました。 

当該ストックオプションにつきましては、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」(企業会計基準

第８号)及び「ストック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第11号)に

基づき、「株式報酬費用」として、平成18年12月15

日から平成20年12月27日までの間に34,726千円発生

する見込みであります。  

(1) 発行日 平成18年12月15日 

(2) 新株予約権の数 2,000個（新株予約権１個につ

き当社普通株式１株） 

(3) 発行価格 無償 

(4) 権利行使時の１株当たり払込金額 64,709円 

(5) 権利行使期間 自 平成20年12月28日 

 至 平成27年12月26日 

(6）割当を受ける者 当社の従業員     178名 

          当社子会社の従業員  １名 

詳細につきましては「第４ 提出会社の状況 １．株

式等の状況 （7）ストックオプション制度の内容

（平成17年12月27日定時株主総会決議）」に記載の

とおりであります。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書きは、一年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後、５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率につきましては、期末借入金残高に対する加重平均を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

    平成年月日         平成年月日 

株式会社ひらまつ 第３回無担保社債 15.３.31 
300,000 

(－) 

300,000 

(－)
0.79 なし 22.３.31 

株式会社ひらまつ 第４回無担保社債 15.３.31 
126,000 

(28,000) 

98,000 

(28,000) 
0.60 なし 22.３.31 

合計 
426,000 

(28,000) 

398,000 

(28,000) 
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

28,000 28,000 28,000 314,000 － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 500,000 500,000 0.66 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 187,259 87,155 1.58 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 936,525 1,049,344 1.11 
平成19年10月～ 

平成23年９月 

その他有利子負債 － － － － 

計 1,623,785 1,636,500 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 582,676 33,332 33,332 400,004 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※１ 1,153,231 1,165,020 

２．売掛金  126,329 221,695 

３．原材料  460,300 449,881 

４．貯蔵品  35,907 27,266 

５．前渡金  290 290 

６．前払費用  78,555 74,741 

７．繰延税金資産  22,525 23,557 

８．立替金   1,908 9,757 

９．短期貸付金   5,286 3,314 

10．未収入金 ※３ 14,747 42,937 

11．その他  1,863 5,448 

貸倒引当金  △5,185 △1,570 

流動資産合計  1,895,759 32.1 2,022,343 32.4

Ⅱ 固定資産    

(1)有形固定資産    

１．建物  2,054,702 1,893,488   

減価償却累計額  442,968 1,611,734 171,878 1,721,610 

２．車両運搬具  56,416 46,987   

減価償却累計額  46,001 10,414 39,877 7,110 

３．工具器具備品  882,815 892,367   

減価償却累計額  446,796 436,018 502,784 389,583 

４．土地  337,676 337,676 

５．建設仮勘定  － 101,532 

有形固定資産合計  2,395,843 40.5 2,557,513 41.0

 



   
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産    

１．商標権  1,657 1,351 

２．ソフトウェア  1,420 1,023 

３．電話加入権  460 460 

無形固定資産合計  3,537 0.1 2,835 0.0

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※１ 27,564 32,575 

２．関係会社株式  623,450 580,549 

３. 長期貸付金 ※３ 251,152 286,720 

４．長期前払費用  29,901 32,268 

５．繰延税金資産  52,058 26,757 

６．長期未収入金 ※１ 1,500 1,500 

７．差入敷金及び保証金 ※１ 586,710 652,972 

８．会員権 ※１ 33,100 20,000 

９．その他  42,722 48,974 

貸倒引当金  △32,518 △20,918 

投資その他の資産合計  1,615,639 27.3 1,661,399 26.6

固定資産合計  4,015,021 67.9 4,221,748 67.6

Ⅲ 繰延資産    

１．新株発行費  2,176 233 

繰延資産合計  2,176 0.0 233 0.0

資産合計  5,912,957 100.0 6,244,325 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  389,741 497,762 

２．短期借入金  500,000 500,000 

３．一年内返済予定長期借
入金 

※１ 187,259 87,155 

４．一年内償還予定社債  28,000 28,000 

５．未払金  76,671 140,676 

６．未払費用 ※３ 139,751 124,894 

７．未払法人税等  106,866 116,500 

８．未払消費税等  11,860 45,183 

９．前受金  335,819 250,601 

10．預り金  27,094 48,362 

11．その他  1,735 10,132 

流動負債合計  1,804,799 30.5 1,849,268 29.6

Ⅱ 固定負債    

１．社債  398,000 370,000 

２．長期借入金 ※１ 936,525 1,049,344 

固定負債合計  1,334,525 22.6 1,419,344 22.7

負債合計  3,139,325 53.1 3,268,613 52.3

 



   
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 974,715 16.5 － －

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  765,925 －   

資本剰余金合計  765,925 13.0 － －

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  7,402 －   

２．当期未処分利益  1,019,370 －   

利益剰余金合計  1,026,773 17.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※４ 6,219 0.1 － －

資本合計  2,773,632 46.9 － －

負債及び資本合計  5,912,957 100.0 － － 

         
  （純資産の部）        

Ⅰ 株主資本          

 １．資本金  － － 974,715 15.6 

 ２．資本剰余金          

（1）資本準備金  －     765,925     

 資本剰余金合計  － － 765,925 12.3 

 ３．利益剰余金          

（1）利益準備金  －     7,402     

（2）その他利益剰余金          

繰越利益剰余金  －     1,218,477     

利益剰余金合計  － － 1,225,880 19.6 

株主資本合計  － － 2,966,520 47.5 

Ⅱ 評価・換算差額等          

１．その他有価証券評価差
額金 

 － － 9,191 0.1 

評価・換算差額等合計  － － 9,191 0.1 

純資産合計  － － 2,975,711 47.7 

負債純資産合計  － － 6,244,325 100.0 

         



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  6,172,286 100.0 6,664,670 100.0 

Ⅱ 売上原価  2,808,449 45.5 3,008,207 45.1

売上総利益  3,363,836 54.5 3,656,462 54.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,085,180 50.0 3,237,128 48.6

営業利益  278,656 4.5 419,334 6.3

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息 ※２ 9,849 9,596   

２．為替差益  － 33,118   

３．前受食事券  1,719 1,161   

４．土地賃貸料  4,948 4,712   

５．雑収入  5,884 22,401 0.4 3,525 52,113 0.8

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  28,309 11,241   

２．社債利息  － 3,084   

３．社債発行費償却  5,267 －   

４．新株発行費償却  4,396 1,942   

５．為替差損  3,748 －   

６．雑支出  8,949 50,671 0.8 695 16,963 0.3

経常利益  250,386 4.1 454,484 6.8

Ⅵ 特別利益    

１．前期損益修正益  9,825 －   

２．投資有価証券売却益  2,847 －   

３．受取弁済金  8,618 －   

４．貸倒引当金戻入益  － 2,493   

５．会員権売却益  － 1,004   

６．過年度受取利息  － 3,474   

７．過年度業務委託費戻入
額 

 － 21,290 0.3 5,101 12,073 0.2

     
 



売上原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．前期損益修正損  2,684 －   

２．固定資産売却損  ※４  － 352   

３．固定資産除却損 ※３ 13,521 21,223   

４．債権放棄損 ※２ 9,509 －   

５．原状回復費  －     10,590   

６．臨時償却費  －     7,336   

７．その他   2,772 28,488 0.5 2,899 42,402 0.6

税引前当期純利益  243,188 3.9 424,155 6.4

法人税、住民税及び事
業税 

 113,000 164,177   

法人税等調整額  470 113,470 1.8 22,228 186,406 2.8

当期純利益  129,718 2.1 237,748 3.6

前期繰越利益  889,651 － －

当期未処分利益  1,019,370 － －

          

   
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  2,029,201 72.3 2,221,541 73.8

Ⅱ 労務費  548,122 19.5 578,583 19.2

Ⅲ 経費  231,125 8.2 208,081 6.9

売上原価  2,808,449 100.0 3,008,207 100.0 

        



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書  

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年12月27日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  1,019,370 

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  38,641 38,641 

Ⅲ 次期繰越利益  980,728 

     



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

（注）剰余金の配当△38,641千円は、平成17年12月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
資本金 

 資本剰余金 利益剰余金 

株主
資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・ 
換算差額等
合計 資本準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益準備金

その他
利益 
剰余金 利益

剰余金 
合計 繰越

利益 
剰余金 

平成17年９月30日 残高 

      （千円） 
974,715 765,925 765,925 7,402 1,019,370 1,026,773 2,767,413 6,219 6,219 2,773,632

事業年度中の変動額           

剰余金の配当(注) － － － － △38,641 △38,641 △38,641 － － △38,641

当期純利益 － － － － 237,748 237,748 237,748 － － 237,748

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
－ － － － － － － 2,972 2,972 2,972

事業年度中の変動額合計 

      （千円） 
－ － － － 199,107 199,107 199,107 2,972 2,972 202,079

平成18年９月30日 残高 

      （千円） 
974,715 765,925 765,925 7,402 1,218,477 1,225,880 2,966,520 9,191 9,191 2,975,711



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しております。売却原価は移動

平均法により算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理しております。売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

デリバティブ 

時価法（ただし、金利スワップについ

て特例処理の条件をみたしている場合

には特例処理を採用しております。） 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

食材（原材料） 

……最終仕入原価法による原価法を採

用しております。 

食材（原材料） 

同左 

 ワイン（原材料） 

……個別法による原価法を採用してお

ります。 

ワイン（原材料） 

同左 

 貯蔵品 

……先入先出法による原価法を採用し

ております。 

貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        ３年から50年 

車両運搬具     ２年から６年 

工具器具備品    ２年から20年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 (3）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

（追加情報） 

NJK SARL及びSARL KLEIN ET FILSと

の業務提携に基づくブランド使用許

諾料は、従来、償却期間を５年とし

て減価償却を行ってきましたが、当

事業年度において平成18年12月31日

をもって当該業務提携を解消するこ

とを決定したため、償却期間を短縮

しました。 

この変更により、従来と同一の償却

期間を採用した場合と比較して、減

価償却費は4,891千円増加し、営業利

益及び経常利益はそれぞれ4,891千円

減少しており、臨時償却費7,336千円

を特別損失に計上したため、税引前

当期純利益は12,228千円減少してお

ります。 

５．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

商法の規定により最長期間（３年）

で毎期均等償却しております。 

(1）新株発行費 

３年間で毎期均等償却しておりま

す。 

 (2）社債発行費 

商法の規定により最長期間（３年）

で毎期均等償却しております。 

────── 

  

６．引当金の計上基準 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

貸倒引当金 

同左 

７．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同左 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

９．ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の要

件をみたしている場合には、特例処

理を採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針 

当期にヘッジ会計を適用したヘッジ

対象とヘッジ手段は以下のとおりで

あります。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

ヘッジ方針 

借入金の利息相当額の範囲内で市

場金利変動リスクを回避する目的

で行っております。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針 

同左 

  

  

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

ヘッジ方針 

同左 

 ハ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であり、

かつヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しております。 

 ハ ヘッジ有効性評価の方法  

同左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

イ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。これまでの資

本の部の合計に相当する金額は2,975,711千円でありま

す。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

  

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ────── 

  

（損益計算書） 

前事業年度まで営業外費用の「雑支出」に含めて表示し

ておりました「社債利息」は、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度の「社債利息」は2,944千円でありま

す。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年９月30日） 

当事業年度 
（平成18年９月30日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

預金 100,000千円

投資有価証券 21,492 

長期未収入金 1,500 

差入敷金及び保証金 222,370 

会員権 20,000 

計 365,362千円

預金  30,000千円

投資有価証券  25,261 

会員権 20,000 

計 75,261千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

一年内返済予定長期借入金 187,259千円

長期借入金 136,525 

計 323,785千円

一年内返済予定長期借入金 87,155千円

長期借入金 49,344 

計 136,500千円

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２              ────── 

授権株式数 普通株式 131,200株 

発行済株式総数 普通株式 75,768 

 

※３ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

※３ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

流動資産 未収入金 （千円） 4,434 

投資その
他の資産 

長期貸付金 （千円） 251,152 

流動負債 未払費用 （千円） 1,048 

投資その
他の資産 

長期貸付金 （千円） 286,720 

※４ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付与

したことにより増加した貸借対照表上の純資産額

は6,219千円であります。 

 ※４              ────── 

  

５ コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。この契約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

５ コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。この契約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 500,000千円

借入実行残高 － 

差引額 500,000千円

貸出コミットメントの総額 3,600,000千円

借入実行残高 500,000 

差引額 3,100,000千円

 



前事業年度 
（平成17年９月30日） 

当事業年度 
（平成18年９月30日） 

６ 代預託契約 

平成14年８月21日付で当社は一部の店舗の敷金 

200,000千円について金融機関及び貸主との間で代

預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成14年９月27日

付で貸主に対して敷金相当額200,000千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成29年８月31日までとなってお

ります。ただし、５年ごとの見直し条項が付され

ております。 

６ 代預託契約 

平成14年８月21日付で当社は一部の店舗の敷金

200,000千円について金融機関及び貸主との間で代

預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成14年９月27日

付で貸主に対して敷金相当額200,000千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成29年８月31日までとなってお

ります。ただし、５年ごとの見直し条項が付され

ております。 

    

平成15年４月１日付で当社は一部の店舗の敷

金 69,967千円について金融機関及び貸主との間で

代預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成15年４月１日

付で貸主に対して敷金相当額69,967千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成25年９月30日までとなってお

ります。ただし、３年ごとの見直し条項が付され

ております。 

平成15年４月１日付で当社は一部の店舗の敷

金 69,967千円について金融機関及び貸主との間で

代預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成15年４月１日

付で貸主に対して敷金相当額69,967千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成25年９月30日までとなってお

ります。ただし、３年ごとの見直し条項が付され

ております。 

    

平成17年４月25日付で当社は一部の店舗の敷

金 32,000千円について金融機関及び貸主との間で

代預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成17年４月28日

付で貸主に対して敷金相当額32,000千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成18年７月31日までとなってお

ります。 

平成18年９月29日付で当社は一部の店舗の敷

金 48,969千円について金融機関及び貸主との間で

代預託契約を結んでおります。  

当該契約に基づき、金融機関は平成18年９月29日

付で貸主に対して敷金相当額48,969千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成29年２月28日までとなってお

ります。ただし、平成24年２月28日付の見直し条

項が付されております。 

    

平成17年４月25日付で当社は一部の店舗の敷

金 27,000千円について金融機関及び貸主との間で

代預託契約を結んでおります。 

当該契約に基づき、金融機関は平成17年４月28日

付で貸主に対して敷金相当額27,000千円を当社に

代わって預託しております。 

当該契約期間は平成18年２月28日までとなってお

ります。 

  

  

  



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

 当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は 

84.73％、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は15.27％であります。 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は 

86.35％、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は13.65％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 143,216千円

従業員給与手当 954,483 

地代家賃 672,877 

減価償却費 161,146 

広告宣伝費 165,465 

役員報酬 131,415千円

従業員給与手当 1,017,258 

雑給  112,660 

地代家賃   714,109 

減価償却費 110,914 

広告宣伝費 181,861 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社よりの受取利息 9,515千円

関係会社への債権放棄損 9,509 

関係会社よりの受取利息 9,273千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 5,654千円

建物 6,368 

原状回復費用 1,498 

建物 17,750千円

工具器具備品等 3,472 

   ※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具  352千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）及び当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平

成18年９月30日）における子会社株式及び関連会社株式で時価があるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両運搬具 4,950 1,563 3,386 

工具器具備品 147,280 47,770 99,510 

ソフトウェア 36,464 7,090 29,373 

合計 188,694 56,423 132,271 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

建物 445,970 26,312 419,658

車両運搬具 4,500 916 3,583

工具器具備品 288,598 99,553 189,045

ソフトウェア 58,674 16,275 42,398

合計 797,743 143,058 654,685

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 33,102千円

１年超 101,447 

合計 134,549千円

１年内 88,055千円

１年超 573,481 

合計 661,537千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 35,980千円

減価償却費相当額 33,574 

支払利息相当額 3,602 

支払リース料 100,693千円

減価償却費相当額 74,028 

支払利息相当額 19,684 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 54,550千円

１年超 1,121 

合計 55,672千円

１年内 1,121千円

１年超 － 

合計 1,121千円



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

    （単位：千円） 

  前事業年度 当事業年度 

  （平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） 

繰延税金資産             

貸倒引当金損金算入限度超過額   32,362     26,185   

ゴルフ会員権評価損   19,061     775   

関係会社株式評価損   2,630     2,630   

未払事業税   10,401     11,189   

未払事業所税   3,606     3,953   

その他   10,787     11,886   

繰延税金資産合計   78,850     56,621   

繰延税金負債             

その他有価証券評価差額金   4,266     6,305   

繰延税金負債合計   4,266     6,305   

繰延税金資産の純額   74,583     50,315   

    （単位：千円） 

  前事業年度 当事業年度 

  （平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） 

流動資産－繰延税金資産   22,525     23,557   

固定資産－繰延税金資産   52,058     26,757   

       （単位：％） 

  前事業年度 当事業年度 

  （平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） 

法定実効税率   40.7     40.7   

（調整）             

交際費等永久に損金に算入されない項目   2.4     1.6   

住民税均等割   3.5     2.0   

その他   0.0     △0.4   

税効果会計適用後の法人税等の負担率   46.7     43.9   



（１株当たり情報） 

（注）算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり当期純利益 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 36,606.91円 

１株当たり当期純利益金額 1,712.05円 

１株当たり純資産額 39,273.99円 

１株当たり当期純利益金額 3,137.86円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が無いため記載

しておりません。 

 同左  

  
前事業年度 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

純資産の部の合計額（千円） － 2,975,711 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（千円） 
－ － 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） － 2,975,711 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数（株） 
－ 75,768 

  
前事業年度 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

当期純利益（千円） 129,718 237,748 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 129,718 237,748 

期中平均株式数（株） 75,768 75,768 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  平成16年12月27日定時株主総会

決議によるストックオプション

（株式の数1,000株） 

同左 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．ストックオプション制度の採用 

平成17年12月27日開催の当社の定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基

づき、当社及び当社子会社の役員、及び従業員及び

当社の取引先、当該協力取引先の役員及び従業員に

対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行す

ることを決議いたしました。その内容は「第４ 提

出会社の状況 １．株式等の状況 (7) ストックオ

プション制度の内容 （平成17年12月27日定時株主

総会決議）」に記載のとおりであります。 

１．固定資産の譲渡 

平成18年８月31日付の取締役会において、当社所有

土地及び建物の譲渡について決議し、平成18年10月

27日に物件を譲渡いたしました。譲渡の概要及び本

件譲渡による固定資産売却益計上見込額は次のとお

りであります。 

(1) 譲渡の概要 

① 物件の概要 

所在地  東京都目黒区祐天寺二丁目1082-6 

敷地面積 93.82㎡ 

地目   宅地 

② 譲渡価額 85,804千円 

③ 譲渡先  株式会社スリーオーク 

④ 譲渡の日程 

契約書締結日 平成18年９月15日 

物件引渡し日 平成18年10月27日  

(2) 平成19年度における本件譲渡による固定資産売

却益計上見込額 40,981千円 

２．リース契約の締結 

平成17年７月25日付の取締役会において、一部店舗

の建物附属設備343百万円（平成17年９月30日現在帳

簿価額）につき、流動化を図る目的をもってセール

ス・アンド・リースバック契約を締結することを決

議しました。 

(1）契約先 三井住友銀リース株式会社 

(2）締結の時期 平成17年10月１日 

(3）物件名 店舗内設備 

(4）リース期間 60ヶ月 

３．コミットメントライン契約の締結 

運転資金の効率的な調達を行う目的をもって、取引

銀行１行と貸出コミットメント契約を締結いたしま

した。 

(1）契約先 株式会社UFJ銀行 

(2）締結の時期 平成17年12月７日 

(3）貸出コミットメントの総額 1,000,000千円 

 ２．ストックオプションの発行 

平成18年12月15日開催の取締役会において、平成17

年12月27日開催の第23期定時株主総会で決議した旧

商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づく

ストックオプションとしての新株予約権の発行を決

議いたしました。 

当該ストックオプションにつきましては、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」(企業会計基準

第８号)及び「ストック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第11号)に

基づき、「株式報酬費用」として、平成18年12月15

日から平成20年12月27日までの間に34,726千円発生

する見込みであります。  

(1) 発行日 平成18年12月15日 

(2) 新株予約権の数 2,000個（新株予約権１個につ

き当社普通株式１株） 

(3) 発行価格 無償 

(4) 権利行使時の１株当たり払込金額 64,709円 

(5) 権利行使期間 自 平成20年12月28日 

 至 平成27年12月26日 

(6）割当を受ける者 当社の従業員     178名 

          当社子会社の従業員  １名 

詳細につきましては「第４ 提出会社の状況 １．株

式等の状況 （7）ストックオプション制度の内容

（平成17年12月27日定時株主総会決議）」に記載の

とおりであります。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略

しております。 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増減額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２．長期前払費用の差引当期末残高欄の（ ）内は内数で、１年内に償却予定の金額であり、貸借対照表では流

動資産の「前払費用」に含めております。 

【引当金明細表】 

 （注）１．その他の減少額は洗替による戻入額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 2,054,702 620,976 782,190 1,893,488 171,878 47,378 1,721,610 

車両運搬具 56,416 422 9,851 46,987 39,877 3,132 7,110 

工具器具備品 882,815 14,186 4,634 892,367 502,784 59,496 389,583 

土地 337,676 － － 337,676 － － 337,676 

建設仮勘定 － 265,026 163,494 101,532 － － 101,532 

有形固定資産計 3,331,610 900,611 960,169 3,272,052 714,539 110,007 2,557,513 

無形固定資産               

商標権 3,058 － － 3,058 1,706 305 1,351 

ソフトウェア 8,016 － 5,484 2,532 1,508 396 1,023 

電話加入権 460 － － 460 － － 460 

無形固定資産計 11,535 － 5,484 6,050 3,215 702 2,835 

長期前払費用 87,590 30,063 10,153 107,500 62,260 32,434 
45,239 

(12,971) 

繰延資産               

新株発行費 13,189 － － 13,189 12,955 1,942 233 

繰延資産計 13,189 － － 13,189 12,955 1,942 233 

建物 

増加額（千円） ル・バエレンタル 508,148 

減少額（千円） レストランひらまつ 107,826 

減少額（千円） リストランテ アソ 352,047 

減少額（千円） シンポジオン 300,010 

建設仮勘定 増加額（千円） 新店 96,282 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 37,704 708 12,721 3,201 22,489 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 18,314 

預金   

当座預金 39,804 

普通預金 906,301 

通知預金 70,000 

定期預金 130,000 

別段預金 599 

小計 1,146,705 

合計 1,165,020 

相手先 金額（千円） 

株式会社ディーシーカード 80,866 

株式会社ジェーシービー 33,076 

株式会社三越 15,018 

東神開発株式会社 13,060 

シティーカードジャパン株式会社 10,875 

その他 68,797 

合計 221,695 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A） (B） (C） (D） 
(C） 

───── 
(A）＋（B) 

× 100 

(A）＋（D) 
───── 
２ 

────── 
（B） 

───── 
365 

126,329 3,659,171 3,563,805 221,695 94.1 17 



ハ．原材料 

ニ．貯蔵品 

② 固定資産 

イ．関係会社株式 

ロ．差入敷金及び保証金 

品名 金額（千円） 

食材 31,135 

飲料 418,224 

葉巻 522 

合計 449,881 

品名 金額（千円） 

婚礼貯蔵品 21,365 

その他貯蔵品 5,901 

合計 27,266 

相手先 金額（千円） 

HIRAMATSU EUROPE EXPORT SARL 458,020 

HIRAMATSU IMMOBILIER EUROPE SARL 122,529 

合計 580,549 

相手先 金額（千円） 

三井不動産株式会社 176,584 

有限会社上田本店 102,370 

岩崎マサ 100,000 

株式会社ユニマット不動産 89,500 

三菱地所株式会社 50,449 

その他 134,068 

合計 652,972 



③ 流動負債 

イ．買掛金 

ロ．短期借入金 

ハ．前受金 

④ 固定負債 

イ．社債 

ロ．長期借入金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

株式会社三井 21,363 

Hiramatsu Europe Export Sarl 19,200 

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス株式会社 18,965 

株式会社ゲネシス 14,760 

ユナイテッドプロデュース有限会社 14,357 

その他 409,114 

合計 497,762 

相手先 金額（千円） 

株式会社みずほ銀行 500,000 

計 500,000 

相手先及び内容 金額（千円） 

婚礼顧客前受金 237,653 

その他 12,947 

合計 250,601 

相手先 金額（千円） 

株式会社三井住友銀行    第３回無担保社債 300,000 

株式会社三井住友銀行    第４回無担保社債 70,000 

合計 370,000 

相手先及び内容 金額（千円） 

株式会社みずほ銀行 500,000 

株式会社三井住友銀行 549,344 

合計 1,049,344 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ９月30日 

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ９月30日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ３月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り 該当事項はありません。 

取扱場所 
  

  

株主名簿管理人 
  

  

取次所 
  

  

買取手数料   

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他

のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL  

http://www.hiramatsu.co.jp/ir/ 

株主に対する特典 株主優待制度 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  (1) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第23期) 
  

自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日 
  

平成17年12月27日 

関東財務局長に提出。 

  (2) 半期報告書 事業年度 

(第24期中) 
  

自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日 
  

平成18年６月26日 

関東財務局長に提出。 

  (3) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開

示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規

定に基づく臨時報告書であります。 

  平成18年12月15日 

関東財務局長に提出。 

  (4) 有価証券報告書の 

訂正報告書 

第22期の有価証券報告書に関わる訂正報告書であ

ります。 

  平成18年12月15日 

関東財務局長に提出。 

  (5) 有価証券報告書の 

訂正報告書 

第23期の有価証券報告書に関わる訂正報告書であ

ります。 

  平成18年12月15日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年12月27日  

株式会社ひらまつ    

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 唐澤 洋   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 沼田 徹   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ひらまつの平成16年10月１日から平成17年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ひらまつ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年12月27日  

株式会社ひらまつ    

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 唐澤 洋   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 沼田 徹   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ひらまつの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ひらまつ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年12月27日  

株式会社ひらまつ    

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 唐澤 洋   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 沼田 徹   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ひらまつの平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ひらまつの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年12月27日  

株式会社ひらまつ    

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 唐澤 洋   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 沼田 徹   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ひらまつの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第24期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ひらまつの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 
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